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公布された条例のあらまし

◇鳥取県税条例等の一部改正について

１ 条例の改正理由

地方税法等の一部が改正され、法人事業税の外形標準課税の拡大、自動車取得税の廃止及び自動車税環境性

能割の創設等が行われることに伴い、所要の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 徴収の猶予及び職権又は申請による換価の猶予に関する申請手続き等を定める。

(２) 法人県民税の法人税割の税率を引き下げる。

(３) 法人事業税について、外形標準課税の占める割合を８分の３から８分の５に拡大する。

(４) 法人事業税の税率の特例措置を廃止する。

(５) 自動車取得税を廃止するとともに、自動車税として自動車の環境への負荷の低減に資する程度に応じて

環境性能割を課する。

(６) 自動車税の種別割を軽減するグリーン化特例について、適用対象を見直した上で、適用期間を１年間延

長する。

(７) その他所要の規定の整備を行う。

(８) 施行期日等

ア 施行期日は、平成29年４月１日とする(２)及び(４)から(６)までに関する事項並びに平成29年１月１日

とする(７)の一部を除き、平成28年４月１日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。

◇子育て王国とっとり条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

子どもの貧困対策並びに家庭及び地域の教育力の向上の重要性に鑑み、子育て王国とっとりの施策として推

進することを明らかにする。

２ 条例の概要

(１) 子育て王国とっとりの基本的な考え方に、貧困が次の世代に連鎖しないようにすることを加える。

(２) 県が市町村と連携して推進する施策として、次の事項を加える。

ア 貧困の状態にある子どもに対する学習の支援及びその家庭に対する孤立の防止その他の支援を行うこ

と。

イ 家庭教育に関する学習の機会及び情報の提供並びに地域において子育てに関わる活動を担う人材の育成

(３) 子育て王国とっとり会議の所掌事務に子どもの貧困対策推進計画について知事に意見を述べることを加

える。

(４) その他所要の規定の整備を行う。

(５) 施行期日は、公布日とする。

平成28年３月25日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第28号
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条 例
鳥取県税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月25日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第33号

鳥取県税条例等の一部を改正する条例

（鳥取県税条例の一部改正）

第１条 鳥取県税条例（平成13年鳥取県条例第10号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（納付又は納入先） （納付又は納入先）

第６条 略 第６条 略

（徴収猶予に係る徴収金の分割納付又は分割納入）

第６条の２ 知事は、徴収の猶予又は徴収の猶予期間

の延長に係る徴収金の納付又は納入について、法第

15条第３項又は第５項の規定により分割して納付

し、又は納入させるときは、分割して納付し、又は

納入すべき期限及び金額を定め、法第15条の２の２

第１項の規定により通知するものとする。

２ 知事は、前項の規定により分割して納付し、又は

納入すべき期限及び金額を定めた場合において、そ

の金額をその期限までに納付し、又は納入すること

ができないやむを得ない理由があると認めるとき

は、その期限及び金額を変更することができる。

（徴収猶予の申請手続等）

第６条の３ 法第15条第１項の規定による申請をしよ

うとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を

知事に提出しなければならない。

(１) 法第15条第１項各号のいずれかに該当する事

実があること及びその該当する事実に基づき徴収

金を一時に納付し、又は納入することができない

事情の詳細

(２) 徴収金の年度、税目、納期限及び金額並びに

徴収の猶予を受けようとする金額及びその期間

(３) 法第15条第３項の規定の適用を受けようとす

る場合にあっては、分割して納付し、又は納入し

ようとする期限及び金額

(４) 第６条の６に規定する場合以外の場合にあっ

ては、提供しようとする担保の種類、数量、価額

及び所在（担保が保証人の保証であるときは、そ

平成28年３月25日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第28号
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の氏名及び住所又は居所）

(５) 第６条の６第３号に規定する場合にあって

は、担保を徴することができない特別の事情

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなけ

ればならない。

(１) 法第15条第１項各号のいずれかに該当する事

実を証する書類

(２) 財産目録並びに資産及び負債の状況を明らか

にする書類

(３) 収入及び支出の状況を明らかにする書類

(４) 第６条の６に規定する場合以外の場合にあっ

ては、担保の提供に関する書類

３ 法第15条第２項の規定による申請をしようとする

者は、次に掲げる事項を記載した申請書に、前項第

２号から第４号までに掲げる書類を添付して、これ

を知事に提出しなければならない。

(１) 徴収金を一時に納付し、又は納入することが

できない事情の詳細

(２) 第１項第２号から第５号までに掲げる事項

４ 法第15条第４項の規定による申請をしようとする

者は、次に掲げる事項を記載した申請書に、第２項

第２号から第４号までに掲げる書類を添付して、こ

れを知事に提出しなければならない。

(１) 徴収の猶予を受けた期間内に当該徴収の猶予

を受けた金額を納付し、又は納入することができ

ないやむを得ない理由

(２) 徴収金の年度、税目、納期限及び金額並びに

徴収の猶予期間の延長を受けようとする期間

(３) 法第15条第５項の規定の適用を受けようとす

る場合にあっては、分割して納付し、又は納入し

ようとする期限及び金額

(４) 第１項第４号及び第５号に掲げる事項

５ 法第15条の２第４項の条例で定める書類は、第２

項第４号に掲げる書類とする。

６ 法第15条の２第８項の条例で定める期間は、同条

第７項の規定による通知を受けた日から起算して20

日とする。

（職権による換価の猶予）

第６条の４ 知事は、換価の猶予又は換価の猶予をし

た期間の延長に係る徴収金の納付又は納入につい

て、法第15条の５第２項において準用する法第15条

第３項又は第５項の規定により分割して納付し、又

は納入させるときは、分割して納付し、又は納入す

べき期限及び金額を定め、法第15条の５の２第３項
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において準用する法第15条の２の２第１項の規定に

より通知するものとする。

２ 知事は、前項の規定により分割して納付し、又は

納入すべき期限及び金額を定めた場合において、そ

の金額をその期限までに納付し、又は納入すること

ができないやむを得ない理由があると認めるとき

は、その期限及び金額を変更することができる。

３ 知事は、法第15条の５第１項の規定による換価の

猶予又は同条第２項において準用する法第15条第４

項の規定による換価の猶予をした期間の延長をする

場合において、必要があると認めるときは、滞納者

に対し、次に掲げる書類の提出を求めることができ

る。

(１) 徴収金を誠実に納付し、又は納入することを

誓約する書類

(２) 財産目録並びに資産及び負債の状況を明らか

にする書類

(３) 収入及び支出の状況を明らかにする書類

(４) 第６条の６に規定する場合以外の場合にあっ

ては、担保の提供に関する書類

（申請による換価の猶予）

第６条の５ 知事は、徴収金の納期限の翌日から起算

して６月以内に滞納者から法第15条の６第１項の規

定による申請があった場合において、換価の猶予又

は換価の猶予期間の延長に係る徴収金の納付又は納

入について、同条第３項において準用する法第15条

第３項又は第５項の規定により分割して納付し、又

は納入させるときは、分割して納付し、又は納入す

べき期限及び金額を定め、法第15条の６の２第３項

において準用する法第15条の２の２第１項の規定に

より通知するものとする。

２ 知事は、前項の規定により分割して納付し、又は

納入すべき期限及び金額を定めた場合において、そ

の金額をその期限までに納付し、又は納入すること

ができないやむを得ない理由があると認めるとき

は、その期限及び金額を変更することができる。

３ 法第15条の６第１項の規定による申請をしようと

する者は、次に掲げる事項を記載した申請書に前条

第３項に掲げる書類を添付して、これを知事に提出

しなければならない。

(１) 徴収金を一時に納付し、又は納入することに

よりその事業の継続又はその生活の維持が困難と

なる事情の詳細

(２) 徴収金の年度、税目、納期限及び金額並びに
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換価の猶予を受けようとする金額及びその期間

(３) 分割して納付し、又は納入しようとする期限

及び金額

(４) 次条に規定する場合以外の場合にあっては、

提供しようとする担保の種類、数量、価額及び所

在（担保が保証人の保証であるときは、その氏名

及び住所又は居所）

(５) 次条第３号に規定する場合にあっては、担保

を徴することができない特別の事情

４ 法第15条の６第３項において準用する法第15条第

４項の規定による申請をしようとする者は、次に掲

げる事項を記載した申請書に前条第３項に掲げる書

類を添付して、これを知事に提出しなければならな

い。

(１) 換価の猶予を受けた期間内に当該換価の猶予

を受けた金額を納付し、又は納入することができ

ないやむを得ない理由

(２) 徴収金の年度、税目、納期限及び金額並びに

換価の猶予期間の延長を受けようとする期間

(３) 前項第３号から第５号までに掲げる事項

５ 法第15条の６の２第３項において準用する法第15

条の２第８項の条例で定める期間は、法第15条の６

の２第３項において準用する法第15条の２第７項の

規定による通知を受けた日から起算して20日とす

る。

（担保の徴取を要しない場合）

第６条の６ 法第16条第１項ただし書の条例で定める

場合は、次のとおりとする。

(１) 徴収又は換価の猶予を受けようとする金額が

100万円以下である場合

(２) 徴収又は換価の猶予を受けようとする期間が

３月以下である場合

(３) 担保を徴することができない特別の事情があ

る場合

（災害等による期限の延長） （災害等による期限の延長）

第７条 知事は、県の全部又は一部にわたり災害その 第７条 知事は、県の全部又は一部にわたり災害その

他やむを得ない理由により、法又はこの条例に定め 他やむを得ない理由により、法又はこの条例に定め

る申告、申請、請求、届出その他書類の提出（審査 る申告、申請、請求、届出その他書類の提出（不服

請求に関するものを除く。次項において同じ。）、 申立てに関するものを除く。次項において同

納付又は納入に関する期限までにこれらの行為をす じ。）、納付又は納入に関する期限までにこれらの

ることができないと認める場合には、当該災害その 行為をすることができないと認める場合には、当該

他やむを得ない理由のやんだ日から２月以内に限 災害その他やむを得ない理由のやんだ日から２月以

り、地域及び期日を指定して当該期限を延長するこ 内に限り、地域及び期日を指定して当該期限を延長
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とができる。 することができる。

２・３ 略 ２・３ 略

（督促） （督促）

第12条 略 第12条 略

２ 法第48条第１項及び第２項（同条第８項において ２ 法第48条第１項及び第２項の規定によって個人の

準用する場合を含む。）の規定によって個人の県民 県民税について滞納処分をする場合において、督促

税について滞納処分をする場合において、督促状を 状を発していないものについては、徴税吏員は、速

発していないものについては、徴税吏員は、速やか やかにこれを発しなければならない。

にこれを発しなければならない。

３ 略 ３ 略

（利子割に係る更正及び決定に関する通知） （利子割に係る更正及び決定に関する通知）

第52条 法第71条の11第４項の規定による更正又は決 第52条 法第71条の11第４項の規定による更正又は決

定の通知、法第71条の14第６項の規定による過少申 定の通知、法第71条の14第５項の規定による過少申

告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及び法 告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及び法

第71条の15第５項の規定による重加算金額の決定の 第71条の15第４項の規定による重加算金額の決定の

通知は、規則で定める通知書によって行う。 通知は、規則で定める通知書によって行う。

（配当割に係る更正及び決定に関する通知） （配当割に係る更正及び決定に関する通知）

第53条の８ 法第71条の32第４項の規定による更正又 第53条の８ 法第71条の32第４項の規定による更正又

は決定の通知、法第71条の35第７項の規定による過 は決定の通知、法第71条の35第６項の規定による過

少申告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及 少申告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及

び法第71条の36第５項の規定による重加算金額の決 び法第71条の36第４項の規定による重加算金額の決

定の通知は、規則で定める通知書によって行う。 定の通知は、規則で定める通知書によって行う。

（株式等譲渡所得割に係る更正及び決定に関する通 （株式等譲渡所得割に係る更正及び決定に関する通

知） 知）

第53条の16 法第71条の52第４項の規定による更正又 第53条の16 法第71条の52第４項の規定による更正又

は決定の通知、法第71条の55第７項の規定による過 は決定の通知、法第71条の55第６項の規定による過

少申告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及 少申告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及

び法第71条の56第５項の規定による重加算金額の決 び法第71条の56第４項の規定による重加算金額の決

定の通知は、規則で定める通知書によって行う。 定の通知は、規則で定める通知書によって行う。

（法人の事業税の税率） （法人の事業税の税率）

第58条 略 第58条 略

２ 次項から第５項までに掲げる法人以外の法人の事 ２ 次項から第５項までに掲げる法人以外の法人の事

業税の額は、次の表の事業の欄に掲げる事業ごと 業税の額は、次の表の事業の欄に掲げる事業ごと

に、同表の法人の欄に掲げる法人の区分に応じ、そ に、同表の法人の欄に掲げる法人の区分に応じ、そ

れぞれ同表の金額の欄に掲げる金額に同表の税率の れぞれ同表の金額の欄に掲げる金額に同表の税率の

欄に定める税率を乗じて得た金額の合計額とする。 欄に定める税率を乗じて得た金額の合計額とする。

事業 法人 金額 税率 事業 法人 金額 税率

(１) (２) 外形標準課税 各事業年度の 100分の (１) (２) 外形標準課税 各事業年度の 100分の

に掲げる 対象法人（受 付加価値額 1.2 に掲げる 対象法人（受 付加価値額 0.96

事業以外 託法人（法第 各事業年度の 100分の 事業以外 託法人（法第 各事業年度の 100分の
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の事業 72条の２の２ 資本金等の額 0.5 の事業 72条の２の２ 資本金等の額 0.4

第３項に規定 各事業年度の 100分の 第３項に規定 各事業年度の 100分の

する受託法人 所得のうち年 1.9 する受託法人 所得のうち年 2.5

をいう。以下 400万円以下 をいう。以下 400万円以下

この条及び次 の金額 この条及び次 の金額

条において同 各事業年度の 100分の 条において同 各事業年度の 100分の

じ 。 ） を 除 所得のうち年 2.7 じ 。 ） を 除 所得のうち年 3.7

く。次項にお 400万円を超 く。次項にお 400万円を超

いて同じ。） え年800万円 いて同じ。） え年800万円

以下の金額 以下の金額

各事業年度の 100分の 各事業年度の 100分の

所得のうち年 3.6 所得のうち年 4.8

800万円を超 800万円を超

える金額 える金額

略 略

略 略

３ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業 ３ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業

所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は出資金 所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は出資金

の額が1,000万円以上のもの及び受託法人であるも の額が1,000万円以上のもの及び受託法人であるも

のが行う事業に対する法人の事業税の額は、前項の のが行う事業に対する法人の事業税の額は、前項の

表(１)の規定にかかわらず、次の表の法人の欄に掲 表(１)の規定にかかわらず、次の表の法人の欄に掲

げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の金額の欄に げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の金額の欄に

掲げる金額に同表の税率の欄に定める税率を乗じて 掲げる金額に同表の税率の欄に定める税率を乗じて

得た金額（外形標準課税対象法人にあっては、合計 得た金額（外形標準課税対象法人にあっては、合計

額）とする。 額）とする。

法人 金額 税率 法人 金額 税率

外形標準課 各事業年度の付加価値額 100分の 外形標準課 各事業年度の付加価値額 100分の

税対象法人 1.2 税対象法人 0.96

各事業年度の資本金等の額 100分の 各事業年度の資本金等の額 100分の

0.5 0.4

各事業年度の所得 100分の 各事業年度の所得 100分の

3.6 4.8

略 略

４・５ 略 ４・５ 略

（法人の事業税の税率の特例） （法人の事業税の税率の特例）

第58条の２ 略 第58条の２ 略

２ 次項から第５項までに掲げる法人以外の法人の事 ２ 次項から第５項までに掲げる法人以外の法人の事

業税の額は、次の表の事業の欄に掲げる事業ごと 業税の額は、次の表の事業の欄に掲げる事業ごと

に、同表の法人の欄に掲げる法人の区分に応じ、そ に、同表の法人の欄に掲げる法人の区分に応じ、そ

れぞれ同表の金額の欄に掲げる金額に同表の税率の れぞれ同表の金額の欄に掲げる金額に同表の税率の

欄に定める税率を乗じて得た金額の合計額とする。 欄に定める税率を乗じて得た金額の合計額とする。

事業 法人 金額 税率 事業 法人 金額 税率

(１) (２) 外形標準課税 各事業年度の 100分の (１) (２) 外形標準課税 各事業年度の 100分の

に掲げる 対象法人（受 付加価値額 1.2 に掲げる 対象法人（受 付加価値額 0.96
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事業以外 託 法 人 を 除 各事業年度の 100分の 事業以外 託 法 人 を 除 各事業年度の 100分の

の事業 く。次項にお 資本金等の額 0.5 の事業 く。次項にお 資本金等の額 0.4

いて同じ。） 各事業年度の 100分の いて同じ。） 各事業年度の 100分の

所得のうち年 0.3 所得のうち年 0.9

400万円以下 400万円以下

の金額 の金額

各事業年度の 100分の 各事業年度の 100分の

所得のうち年 0.5 所得のうち年 1.4

400万円を超 400万円を超

え年800万円 え年800万円

以下の金額 以下の金額

各事業年度の 100分の 各事業年度の 100分の

所得のうち年 0.7 所得のうち年 1.9

800万円を超 800万円を超

える金額 える金額

略 略

略 略

３ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業 ３ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業

所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は出資金 所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は出資金

の額が1,000万円以上のもの及び受託法人であるも の額が1,000万円以上のもの及び受託法人であるも

のが行う事業に対する法人の事業税の額は、前項の のが行う事業に対する法人の事業税の額は、前項の

表(１)の規定にかかわらず、次の表の法人の欄に掲 表(１)の規定にかかわらず、次の表の法人の欄に掲

げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の金額の欄に げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の金額の欄に

掲げる金額に同表の税率の欄に定める税率を乗じて 掲げる金額に同表の税率の欄に定める税率を乗じて

得た金額（外形標準課税対象法人にあっては、合計 得た金額（外形標準課税対象法人にあっては、合計

額）とする。 額）とする。

法人 金額 税率 法人 金額 税率

外形標準課 各事業年度の付加価値額 100分の 外形標準課 各事業年度の付加価値額 100分の

税対象法人 1.2 税対象法人 0.96

各事業年度の資本金等の額 100分の 各事業年度の資本金等の額 100分の

0.5 0.4

各事業年度の所得 100分の 各事業年度の所得 100分の

0.7 1.9

略 略

４・５ 略 ４・５ 略

（法人の事業税の期限後申告及び修正申告納付） （法人の事業税の期限後申告及び修正申告納付）

第61条 略 第61条 略

２ 前条若しくは前項若しくはこの項の規定によって ２ 前条若しくは前項若しくはこの項の規定によって

申告書若しくは修正申告書を提出した法人又は法第 申告書若しくは修正申告書を提出した法人又は法第

72条の39、法第72条の41第１項から第３項まで若し 72条の39、法第72条の41若しくは法第72条の41の２

くは法第72条の41の２の規定による更正若しくは決 の規定による更正若しくは決定を受けた法人は、当

定を受けた法人は、当該申告書若しくは修正申告書 該申告書若しくは修正申告書に記載した、又は当該

に記載した、又は当該更正若しくは決定に係る付加 更正若しくは決定に係る付加価値額、資本金等の

価値額、資本金等の額、所得若しくは収入金額又は 額、所得若しくは収入金額又は事業税額について不
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事業税額について不足額がある場合（納付すべき事 足額がある場合（納付すべき事業税額がない旨の申

業税額がない旨の申告書を提出した法人にあって 告書を提出した法人にあっては、納付すべき事業税

は、納付すべき事業税額がある場合）においては、 額がある場合）においては、遅滞なく、法第72条の

遅滞なく、法第72条の33第２項の総務省令で定める 33第２項の総務省令で定める様式による修正申告書

様式による修正申告書を提出するとともに、その修 を提出するとともに、その修正により増加した税額

正により増加した税額を納付しなければならない。 を納付しなければならない。

３ 前条又は第１項の規定によって申告書を提出した ３ 前条又は第１項の規定によって申告書を提出した

法人（収入割のみを申告納付すべきものを除く。） 法人（収入割のみを申告納付すべきものを除く。）

は、前項の規定によるほか、当該申告に係る事業税 は、前項の規定によるほか、当該申告に係る事業税

の計算の基礎となった事業年度に係る法人税の課税 の計算の基礎となった事業年度に係る法人税の課税

標準について税務官署の更正又は決定を受けたとき 標準について税務官署の更正又は決定を受けたとき

（当該法人が、当該事業年度において法人税法第２ （当該法人が、当該事業年度において法人税法第２

条第16号に規定する連結申告法人（同条第12号の７ 条第16号に規定する連結申告法人（同条第12号の７

に規定する連結子法人に限る。）である場合にあっ の３に規定する連結子法人に限る。）である場合に

ては、当該事業年度終了の日の属する連結事業年度 あっては、当該事業年度終了の日の属する連結事業

において当該法人との間に同条第12号の７の７に規 年度において当該法人との間に同条第12号の７の７

定する連結完全支配関係（第62条第４項において に規定する連結完全支配関係（第62条第４項におい

「連結完全支配関係」という。）がある同法第２条 て「連結完全支配関係」という。）がある同法第２

第12号の６の７に規定する連結親法人（第62条第４ 条第12号の７の２に規定する連結親法人（第62条第

項において「連結親法人」という。）が当該連結事 ４項において「連結親法人」という。）が当該連結

業年度に係る法人税の課税標準について税務官署の 事業年度に係る法人税の課税標準について税務官署

更正又は決定を受けたとき）は、当該税務官署が当 の更正又は決定を受けたとき）は、当該税務官署が

該更正又は決定の通知をした日から１月以内に、当 当該更正又は決定の通知をした日から１月以内に、

該更正又は決定に係る課税標準を基礎として、法第 当該更正又は決定に係る課税標準を基礎として、法

72条の33第３項の総務省令で定める様式による修正 第72条の33第３項の総務省令で定める様式による修

申告書を提出するとともに、その修正により増加し 正申告書を提出するとともに、その修正により増加

た税額があるときはこれを納付しなければならな した税額があるときはこれを納付しなければならな

い。 い。

（法人の事業税に係る更正及び決定に関する通知） （法人の事業税に係る更正及び決定に関する通知）

第63条 法第72条の42の規定による更正又は決定の通 第63条 法第72条の42の規定による更正又は決定の通

知、法第72条の46第６項の規定による過少申告加算 知、法第72条の46第５項の規定による過少申告加算

金額又は不申告加算金額の決定の通知及び法第72条 金額又は不申告加算金額の決定の通知及び法第72条

の47第５項の規定による重加算金額の決定の通知 の47第４項の規定による重加算金額の決定の通知

は、規則で定める通知書によって行う。 は、規則で定める通知書によって行う。

（住宅の取得に対して課する不動産取得税の課税標準 （住宅の取得に対して課する不動産取得税の課税標準

の特例に関する申告） の特例に関する申告）

第88条 略 第88条 略

２ 略 ２ 略

３ 法附則第11条第９項の規定により読み替えて適用 ３ 法附則第11条第10項の規定により読み替えて適用

される法第73条の14第１項の規定の適用を受けよう される法第73条の14第１項の規定の適用を受けよう

とする者が提出する第１項の申告書には、当該住宅 とする者が提出する第１項の申告書には、当該住宅

が長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成20 が長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成20

年法律第87号）第10条第２号に規定する認定長期優 年法律第87号）第10条第２号に規定する認定長期優
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良住宅であることを証明する書類を添付しなければ 良住宅であることを証明する書類を添付しなければ

ならない。 ならない。

４ 法附則第11条第12項の規定により読み替えて適用 ４ 法附則第11条第13項の規定により読み替えて適用

される法第73条の14第１項の規定の適用を受けよう される法第73条の14第１項の規定の適用を受けよう

とする者が提出する第１項の申告書には、当該住宅 とする者が提出する第１項の申告書には、当該住宅

が高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年 が高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年

法律第26号）第７条第１項の登録を受けた同法第５ 法律第26号）第７条第１項の登録を受けた同法第５

条第１項に規定するサービス付き高齢者向け住宅で 条第１項に規定するサービス付き高齢者向け住宅で

ある貸家住宅（その全部又は一部が専ら住居として ある貸家住宅（その全部又は一部が専ら住居として

貸家の用に供される家屋をいう。）で法附則第11条 貸家の用に供される家屋をいう。）で法附則第11条

第12項の施行令で定めるものであることを証明する 第13項の施行令で定めるものであることを証明する

書類を添付しなければならない。 書類を添付しなければならない。

５ 第84条第１項の申告書を提出する者で、法第73条 ５ 第84条第１項の申告書を提出する者で、法第73条

の14第１項（法附則第11条第９項又は第12項の規定 の14第１項（法附則第11条第10項又は第13項の規定

により読み替えて適用する場合を含む。）又は第３ により読み替えて適用する場合を含む。）又は第３

項の規定の適用を受けようとするものは、当該住宅 項の規定の適用を受けようとするものは、当該住宅

の取得につきこれらの規定の適用があるべき旨を付 の取得につきこれらの規定の適用があるべき旨を付

記した第84条第１項の申告書を提出することによ 記した第84条第１項の申告書を提出することによ

り、第１項の申告書の提出に代えることができる。 り、第１項の申告書の提出に代えることができる。

この場合において、法第73条の14第３項の規定の適 この場合において、法第73条の14第３項の規定の適

用を受けようとする者にあっては第２項の書類を、 用を受けようとする者にあっては第２項の書類を、

法附則第11条第９項の規定により読み替えて適用さ 法附則第11条第10項の規定により読み替えて適用さ

れる法第73条の14第１項の規定の適用を受けようと れる法第73条の14第１項の規定の適用を受けようと

する者にあっては第３項の書類を、法附則第11条第 する者にあっては第３項の書類を、法附則第11条第

12項の規定により読み替えて適用される法第73条の 13項の規定により読み替えて適用される法第73条の

14第１項の規定の適用を受けようとする者にあって 14第１項の規定の適用を受けようとする者にあって

は前項の書類を、第84条第１項の申告書に添付しな は前項の書類を、第84条第１項の申告書に添付しな

ければならない。 ければならない。

（たばこ税に係る更正、決定等に関する通知） （たばこ税に係る更正、決定等に関する通知）

第123条 法第74条の20第４項の規定による更正又は 第123条 法第74条の20第４項の規定による更正又は

決定の通知、法第74条の23第６項の規定による過少 決定の通知、法第74条の23第５項の規定による過少

申告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及び 申告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及び

法第74条の24第５項の規定による重加算金額の決定 法第74条の24第４項の規定による重加算金額の決定

の通知は、規則で定める通知書によって行う。 の通知は、規則で定める通知書によって行う。

（ゴルフ場利用税に係る更正及び決定に関する通知） （ゴルフ場利用税に係る更正及び決定に関する通知）

第133条 法第87条第４項の規定による更正又は決定 第133条 法第87条第４項の規定による更正又は決定

の通知、法第90条第６項の規定による過少申告加算 の通知、法第90条第５項の規定による過少申告加算

金額又は不申告加算金額の決定の通知及び法第91条 金額又は不申告加算金額の決定の通知及び法第91条

第５項の規定による重加算金額の決定の通知は、規 第４項の規定による重加算金額の決定の通知は、規

則で定める通知書によって行う。 則で定める通知書によって行う。

（自動車取得税の非課税） （自動車取得税の非課税）

第134条の５の２ 道路運送法（昭和26年法律第183 第134条の５の２ 道路運送法（昭和26年法律第183
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号）第３条第１号イに規定する一般乗合旅客自動車 号）第３条第１号イに規定する一般乗合旅客自動車

運送事業を経営する者が、地域住民の生活に必要な 運送事業を経営する者が、地域住民の生活に必要な

路線で輸送人員の減少等により運行の維持が困難に 路線で輸送人員の減少等により運行の維持が困難に

なっているものとして、国と協調して県がその運行 なっているものとして、国と協調して県がその運行

する車両の購入に係る補助金の交付の対象とした路 する車両の購入に係る補助金の交付の対象とした路

線の運行の用に供する一般乗合用のバスを取得した 線の運行の用に供する一般乗合用のバスを取得した

場合においては、当該取得が平成29年３月31日まで 場合においては、当該取得が平成28年３月31日まで

に行われたときに限り、自動車取得税を課さない。 に行われたときに限り、自動車取得税を課さない。

（自動車取得税に係る更正、決定等に関する通知） （自動車取得税に係る更正、決定等に関する通知）

第134条の20 法第129条第４項の規定による更正又は 第134条の20 法第129条第４項の規定による更正又は

決定の通知、法第132条第６項の規定による過少申 決定の通知、法第132条第５項の規定による過少申

告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及び法 告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及び法

第133条第５項の規定による重加算金額の決定の通 第133条第４項の規定による重加算金額の決定の通

知は、規則で定める通知書によって行う。 知は、規則で定める通知書によって行う。

（軽油引取税に係る更正、決定等に関する通知） （軽油引取税に係る更正、決定等に関する通知）

第134条の42 法第144条の44第４項の規定による更正 第134条の42 法第144条の44第４項の規定による更正

又は決定の通知、法第144条の47第６項の規定によ 又は決定の通知、法第144条の47第５項の規定によ

る過少申告加算金額又は不申告加算金額の決定の通 る過少申告加算金額又は不申告加算金額の決定の通

知及び法第144条の48第５項の規定による重加算金 知及び法第144条の48第４項の規定による重加算金

額の決定の通知は、規則で定める通知書によって行 額の決定の通知は、規則で定める通知書によって行

う。 う。

（自動車税の税率） （自動車税の税率）

第138条 自動車税の税率は、１台について１年当た 第138条 自動車税の税率は、１台について１年当た

り、次の各号に掲げる自動車税の区分に応じ、それ り、次の各号に掲げる自動車税の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める額とする。 ぞれ当該各号に定める額とする。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 法附則第12条の３第３項に掲げる自動車で平 (４) 法附則第12条の３第６項に掲げる自動車で平

成26年４月１日から平成27年３月31日までの間に 成26年４月１日から平成27年３月31日までの間に

新車新規登録を受けたものに係る平成27年度分の 新車新規登録を受けたものに係る平成27年度分の

自動車税及び同項に掲げる自動車で平成27年４月 自動車税及び同項に掲げる自動車で平成27年４月

１日から平成28年３月31日までの間に新車新規登 １日から平成28年３月31日までの間に新車新規登

録を受けたものに係る平成28年度分の自動車税 録を受けたものに係る平成28年度分の自動車税

次の表の最大軽課税率の欄に定める額 次の表の最大軽課税率の欄に定める額

(５) 法附則第12条の３第４項に規定する自動車 (５) 法附則第12条の３第７項に規定する自動車

（同条第３項に掲げる自動車を除く。）で平成26 （同条第６項に掲げる自動車を除く。）で平成26

年４月１日から平成27年３月31日までの間に新車 年４月１日から平成27年３月31日までの間に新車

新規登録を受けたものに係る平成27年度分の自動 新規登録を受けたものに係る平成27年度分の自動

車税及び同条第４項に規定する自動車（同条第３ 車税及び同条第７項に規定する自動車（同条第６

項に掲げる自動車を除く。）で平成27年４月１日 項に掲げる自動車を除く。）で平成27年４月１日

から平成28年３月31日までの間に新車新規登録を から平成28年３月31日までの間に新車新規登録を

受けたものに係る平成28年度分の自動車税 次の 受けたものに係る平成28年度分の自動車税 次の

表の最小軽課税率の欄に定める額 表の最小軽課税率の欄に定める額
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略 略

２ 略 ２ 略

（産業廃棄物処分場税に係る更正及び決定に関する通 （産業廃棄物処分場税に係る更正及び決定に関する通

知） 知）

第228条 法第733条の16第４項の規定による更正又は 第228条 法第733条の16第４項の規定による更正又は

決定の通知、法第733条の18第７項の規定による過 決定の通知、法第733条の18第６項の規定による過

少申告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及 少申告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及

び法第733条の19第５項の規定による重加算金額の び法第733条の19第４項の規定による重加算金額の

決定の通知は、規則で定める通知書によって行う。 決定の通知は、規則で定める通知書によって行う。

第２条 鳥取県税条例の一部を次のように改正する。

第139条を次のように改める。

第139条 削除

第３条 鳥取県税条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正す

る。

改 正 後 改 正 前

目次 目次

第１章 略 第１章 略

第２章 普通税 第２章 普通税

第１節～第５節 略 第１節～第５節 略

第６節 ゴルフ場利用税（第125条―第134条の 第６節 ゴルフ場利用税（第125条―第134条）

21）

第６節の２ 自動車取得税（第134条の２―第134

条の21）

第７節 略 第６節の３ 略

第８節 自動車税 第７節 自動車税（第134条の44―第146条）

第１款 通則（第135条―第137条の３）

第２款 環境性能割（第137条の４―第137条の

17）

第３款 種別割（第138条―第146条）

第９節 鉱区税（第147条―第158条） 第８節 鉱区税（第147条―第153条）

第９節 削除

第10節 略 第10節 略

第３章・第４章 略 第３章・第４章 略

附則 附則

（県税として課する税目） （県税として課する税目）

第３条 県税として課する税目は、次に掲げるものと 第３条 県税として課する税目は、次に掲げるものと

する。 する。

(１) 普通税 (１) 普通税

ア～カ 略 ア～カ 略

キ 自動車取得税
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キ 略 ク 略

ク 略 ケ 略

ケ 略 コ 略

コ 略 サ 略

(２) 略 (２) 略

（課税地） （課税地）

第５条 次の表の左欄に掲げる税目に係る徴収金は、 第５条 次の表の左欄に掲げる税目に係る徴収金は、

それぞれ同表の右欄に掲げる課税地において賦課徴 それぞれ同表の右欄に掲げる課税地において賦課徴

収する。 収する。

税目 課税地 税目 課税地

略 略

ゴルフ場利用税 西部県税事務所の所在地 ゴルフ場利用税 西部県税事務所の所在地

自動車取得税 東部県税事務所の所在地

略 略

自動車税 種別割（普通徴収によるもの 自動車税 普通徴収による場合は、賦課

に限る。）は、賦課期日現在 期日現在における自動車の所

における納税者の住所又は事 有者（法第145条第２項に規

務所若しくは事業所の所在地 定する場合にあっては買主、

（住所又は事務所若しくは事 同条第３項に規定する場合に

業所が県内にない場合にあっ あっては使用者）の住所又は

ては、当該自動車の県内にお 事務所若しくは事業所の所在

ける主たる定置場の所在地） 地（住所又は事務所若しくは

事業所が県内にない場合にあ

っては、当該自動車の県内に

おける主たる定置場の所在

地）

環境性能割及び種別割（普通 証紙徴収による場合は、東部

徴収によるものを除く。） 県税事務所の所在地

は、東部県税事務所の所在地

略 略

２ 略 ２ 略

（納付又は納入先） （納付又は納入先）

第６条 納税者（個人の県民税、地方消費税の貨物割 第６条 納税者（個人の県民税、地方消費税の貨物割

並びに証紙徴収の方法により徴収される自動車税及 並びに証紙徴収の方法により徴収される自動車取得

び狩猟税に係る者を除く。）又は特別徴収義務者 税、自動車税及び狩猟税に係る者を除く。）又は特

（個人の県民税に係る者を除く。）が徴収金又は納 別徴収義務者（個人の県民税に係る者を除く。）が

入金を納付又は納入するときは、納付書又は納入書 徴収金又は納入金を納付又は納入するときは、納付

によって、次の各号のいずれかに該当する者に払い 書又は納入書によって、次の各号のいずれかに該当

込まなければならない。ただし、第２号に掲げる者 する者に払い込まなければならない。ただし、第２

に対する払込みは、県税に係る徴収金で規則に定め 号に掲げる者に対する払込みは、県税に係る徴収金

るものを払い込む場合に限るものとする。 で規則に定めるものを払い込む場合に限るものとす

る。

(１)・(２) 略 (１)・(２) 略
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２ 略 ２ 略

（県税の減免） （県税の減免）

第８条 知事は、次の表の左欄に掲げる税目につい 第８条 知事は、次の表の左欄に掲げる税目につい

て、同表の右欄に掲げる場合に該当し、かつ、必要 て、同表の右欄に掲げる場合に該当し、かつ、必要

があると認めるときは、県税を減免することができ があると認めるときは、県税を減免することができ

る。 る。

略 略

自動車税の環境性能 災害により滅失し、又は 自動車取得税 災害により滅失し、又は

割 損壊した自動車に代わる 損壊した自動車に代わる

ものと知事が認める自動 ものと知事が認める自動

車を取得した場合 車を取得した場合

自動車税の種別割 災害により自動車が滅失 自動車税 災害により自動車が滅失

し、又は損壊した場合 し、又は損壊した場合

２ 知事は、前項の表の右欄並びに第41条の３、第78 ２ 知事は、前項の表の右欄並びに第41条の３、第78

条の２、第78条の３及び第137条の２に掲げる場合 条の２、第78条の３、第134条の７及び第137条の２

のほか、特別の事情があるため必要があると認める に掲げる場合のほか、特別の事情があるため必要が

場合には、県税を減免することができる。 あると認める場合には、県税を減免することができ

る。

３ 略 ３ 略

（納期限後に納付又は納入する税金又は納入金に係る （納期限後に納付又は納入する税金又は納入金に係る

延滞金） 延滞金）

第９条 納税者又は特別徴収義務者は、納期限（納期 第９条 納税者又は特別徴収義務者は、納期限（納期

限の延長があった場合においては、その延長された 限の延長があった場合においては、その延長された

納期限とする。以下この条において同じ。）後にそ 納期限とする。以下この条において同じ。）後にそ

の税金を納付し、又はその納入金を納入する場合に の税金を納付し、又はその納入金を納入する場合に

おいては、当該税額又は納入金額にその納期限の翌 おいては、当該税額又は納入金額にその納期限の翌

日から納付又は納入の日までの期間の日数に応じ、 日から納付又は納入の日までの期間の日数に応じ、

年14.6パーセントの割合（次の表の左欄に掲げる税 年14.6パーセントの割合（次の表の左欄に掲げる税

目の同表の中欄に掲げる税額にあっては、それぞれ 目の同表の中欄に掲げる税額にあっては、それぞれ

同表の右欄に定める期間についての割合は、年7．3 同表の右欄に定める期間についての割合は、年7.3

パーセントとする。）を乗じて計算した金額に相当 パーセントとする。）を乗じて計算した金額に相当

する延滞金額を加算して納付書若しくは納税通知書 する延滞金額を加算して納付書若しくは納税通知書

によって納付し、又は納入書によって納入しなけれ によって納付し、又は納入書によって納入しなけれ

ばならない。 ばならない。

略 略

(７) ゴ 略 (７) ゴ 略

ル フ 場 イ 第131条第 当該税額に係る納期 ル フ 場 イ 第131条第 当該税額に係る納期

利用税 １項の申告書 限の翌日から１月を 利用税 １項の申告書 限の翌日から１月を

に係る税額 経過する日までの期 に係る税額 経過する日までの期

間 間

(８) 自 ア 第134条の 当該不足税額の納期

動 車 取 21第１項の規 限までの期間又は当

得税 定により不足 該不足税額の納期限
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税額を納付す の翌日から１月を経

る場合の税額 過する日までの期間

イ 法第125条 当該猶予した期間の

第２項の規定 末日の翌日から１月

により徴収猶 を経過する日までの

予した税額 期間

ウ 第134条の 当該税額に係る納期

14第１項の申 限の翌日から１月を

告書でその提 経過する日までの期

出期限までに 間

提出したもの

に 係 る 税 額

（イに掲げる

税 額 を 除

く。）

エ 第134条の 当該提出した日まで

14第１項の申 の期間又はその日の

告書でその提 翌日から１月を経過

出期限後に提 する日までの期間

出したものに

係る税額（イ

に掲げる税額

を除く。）

オ 法第123条 当該修正申告書を提

第２項の修正 出した日までの期間

申告書に係る 又はその日の翌日か

税額（イに掲 ら１月を経過する日

げる税額を除 までの期間

く。）

(８) 軽 略 (９) 軽 略

油 引 取 エ 法第144条 当該税額に係る納期 油 引 取 エ 法第144条 当該税額に係る納期

税 の2 2第４項 限の翌日から１月を 税 の2 2第４項 限の翌日から１月を

（法第144条 経過する日までの期 （法第144条 経過する日までの期

の25第５項に 間 の25第５項に 間

おいて準用す おいて準用す

る 場 合 を 含 る 場 合 を 含

む。）の規定 む。）の規定

に よ り 法 第 に よ り 法 第

144条の２第 144条の２第

１項の規定に １項の規定に

よる引取りと よる引取りと

みなされた免 みなされた免

税軽油の引取 税軽油の引取

りに係る税額 りに係る税額

(９) 自 ア 第137条の 当該不足税額の納期
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動 車 税 17第１項の規 限までの期間又は当

の 環 境 定により不足 該不足税額の納期限

性能割 税額を納付す の翌日から１月を経

る場合の税額 過する日までの期間

イ 法第164条 当該猶予した期間の

第２項の規定 末日の翌日から１月

により徴収猶 を経過する日までの

予した税額 期間

ウ 第137条の 当該税額に係る納期

10第１項の申 限の翌日から１月を

告書でその提 経過する日までの期

出期限までに 間

提出したもの

に 係 る 税 額

（イに掲げる

税 額 を 除

く。）

エ 第137条の 当該提出した日まで

10第１項の申 の期間又はその日の

告書でその提 翌日から１月を経過

出期限後に提 する日までの期間

出したものに

係る税額（イ

に掲げる税額

を除く。）

オ 第137条の 当該修正申告書を提

11第２項の修 出した日までの期間

正申告書に係 又はその日の翌日か

る税額（イに ら１月を経過する日

掲げる税額を までの期間

除く。）

(10) 自 第141条第１ 当該納期限の翌日か (10) 自 第141条第１ 当該納期限の翌日か

動 車 税 項の規定による ら１月を経過する日 動 車 税 項の規定による ら１月を経過する日

の 種 別 納期限後に納付 までの期間 納期限後に納付 までの期間

割 する場合の税額 する場合の税額

略 略

２ 第142条第３項の規定により普通徴収の方法によ ２ 第142条第３項の規定により普通徴収の方法によ

り徴収される自動車税の種別割を納付する納税者 り徴収される自動車税を納付する納税者は、当該税

は、当該税額に、当該種別割に係る納税通知書を発 額に、当該自動車税に係る納税通知書を発した日の

した日の翌日から納付の日までの期間の日数に応 翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、年14.6

じ、年14.6パーセント（当該納税通知書において納 パーセント（当該納税通知書において納付すべきこ

付すべきこととされる日までの期間又はその日の翌 ととされる日までの期間又はその日の翌日から１月

日から１月を経過する日までの期間については、年 を経過する日までの期間については、年7.3パーセ

7.3パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相 ント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞

当する延滞金を加算して納付書によって納付しなけ 金を加算して納付書によって納付しなければならな
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ればならない。 い。

３～５ 略 ３～５ 略

（法人税割の税率） （法人税割の税率）

第40条 法人税割の税率は、次の表の法人税割の欄に 第40条 法人税割の税率は、次の表の法人税割の欄に

掲げる区分に応じ、それぞれ同表の税率の欄に定め 掲げる区分に応じ、それぞれ同表の税率の欄に定め

る率とする。 る率とする。

法人税割 税率 法人税割 税率

(１) (２)に掲げる法人税割以外の 100分の１ (１) (２)に掲げる法人税割以外の 100分の3.2

法人税割 法人税割

略 略

２～６ 略 ２～６ 略

（事業税の納税義務者等） （事業税の納税義務者等）

第54条 法人の行う事業に対する事業税は、法人の行 第54条 法人の行う事業に対する事業税は、法人の行

う事業に対し、次の表の事業の欄に掲げる事業の区 う事業に対し、次の表の事業の欄に掲げる事業の区

分に応じ、それぞれ同表の額の欄に定める額によっ 分に応じ、それぞれ同表の額の欄に定める額によっ

て、その事業を行う法人に課する。 て、その事業を行う法人に課する。

事業 額 事業 額

略 略

(２) 電気供給業、ガス供給 収入割額 (２) 電気供給業、ガス供給 収入割額

業及び保険業（貿易保険の 業及び保険業

事業を含む。以下この節に

おいて同じ。）

２～５ 略 ２～５ 略

（法人の事業税の税率の特例）

第58条の２ 平成28年４月１日以後に開始する各事業

年度に係る法人の事業税については、前条の規定に

かかわらず、次項から第５項までに定めるところに

よる。

２ 次項から第５項までに掲げる法人以外の法人の事

業税の額は、次の表の事業の欄に掲げる事業ごと

に、同表の法人の欄に掲げる法人の区分に応じ、そ

れぞれ同表の金額の欄に掲げる金額に同表の税率の

欄に定める税率を乗じて得た金額の合計額とする。

事業 法人 金額 税率

(１) (２) 外形標準課税 各事業年度の 100分の

に掲げる 対象法人（受 付加価値額 1.2

事業以外 託 法 人 を 除 各事業年度の 100分の

の事業 く。次項にお 資本金等の額 0.5

いて同じ。） 各事業年度の 100分の

所得のうち年 0.3

400万円以下

の金額
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各事業年度の 100分の

所得のうち年 0.5

400万円を超

え年800万円

以下の金額

各事業年度の 100分の

所得のうち年 0.7

800万円を超

える金額

特別法人 各事業年度の 100分の

所得のうち年 3.4

400万円以下

の金額

各事業年度の 100分の

所得のうち年 4.6

400万円を超

える金額

その他の法人 各事業年度の 100分の

所得のうち年 3.4

400万円以下

の金額

各事業年度の 100分の

所得のうち年 5.1

400万円を超

え年800万円

以下の金額

各事業年度の 100分の

所得のうち年 6.7

800万円を超

える金額

(２) 電気 電気供給業、 各事業年度の 100分の

供給業、 ガス供給業及 収入金額 0.9

ガス供給 び保険業を行

業及び保 う法人

険業

３ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業

所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は出資金

の額が1,000万円以上のもの及び受託法人であるも

のが行う事業に対する法人の事業税の額は、前項の

表(１)の規定にかかわらず、次の表の法人の欄に掲

げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の金額の欄に

掲げる金額に同表の税率の欄に定める税率を乗じて

得た金額（外形標準課税対象法人にあっては、合計

額）とする。

法人 金額 税率
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外形標準課 各事業年度の付加価値額 100分の

税対象法人 1.2

各事業年度の資本金等の額 100分の

0.5

各事業年度の所得 100分の

0.7

特別法人 各事業年度の所得 100分の

4.6

その他の法 各事業年度の所得 100分の

人 6.7

４ 租税特別措置法第68条第１項の規定に該当する法

人の同項に規定する各事業年度に係る法人の事業税

の額は、第２項の規定にかかわらず、次の表の事業

の欄に掲げる事業の区分に応じ、それぞれ同表の金

額の欄に掲げる金額に同表の税率の欄に定める税率

を乗じて得た金額の合計額とする。

事業 金額 税率

(１) (２) 各事業年度の所得のうち年 100分の

に掲げる 400万円以下の金額 3.4

事業以外 各事業年度の所得のうち年 100分の

の事業 400万円を超え年10億円以下 4.6

の金額

各事業年度の所得のうち年 100分の

10億円を超える金額 5.5

(２) 電気 各事業年度の収入金額 100分の

供給業、 0.9

ガス供給

業及び保

険業

５ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業

所を設けて事業を行う租税特別措置法第68条第１項

の規定に該当する法人で資本金の額又は出資金の額

が1,000万円以上のもの及び受託法人であるものが

行う事業に対する同項に規定する各事業年度に係る

法人の事業税の額は、第３項及び前項の表(１)の規

定にかかわらず、次の表の金額の欄に掲げる金額

に、それぞれ同表の税率の欄に定める税率を乗じて

得た金額の合計額とする。

金額 税率

各事業年度の所得のうち 100分の4.6

年10億円以下の金額

各事業年度の所得のうち 100分の5.5

年10億円を超える金額

第６節の２ 自動車取得税
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（自動車取得税の納税義務者等）

第134条の２から第134条の21まで 削除 第134条の２ 自動車取得税は、自動車の取得に対

し、その自動車の取得者に課する。

２ 前項の自動車とは、道路運送車両法第２条第２項

に規定する自動車（自動車に付加して一体となって

いる物として法第113条第２項の施行令で定めるも

のを含む。）をいい、道路運送車両法第３条の大型

特殊自動車及び小型特殊自動車並びに同条の小型自

動車及び軽自動車のうち２輪のもの（側車付二輪自

動車を含む。）を除くものとし、前項の自動車の取

得には、自動車製造業者の製造による自動車の取

得、自動車販売業者の販売のための自動車の取得そ

の他法第113条第２項の施行令で定める自動車の取

得を含まないものとする。

（自動車取得税のみなす課税）

第134条の３ 前条第１項の自動車（以下この節にお

いて「自動車」という。）の売買契約において、売

主が当該自動車の所有権を留保している場合におい

ても、当該売買契約の締結を同項の自動車の取得

（以下この節において「自動車の取得」という。）

と、買主を自動車の取得者とみなして、自動車取得

税を課する。

２ 前項の規定の適用を受ける自動車について買主の

変更があったときは、当該買主の変更に係る契約の

締結を自動車の取得と、新たに買主となる者を自動

車の取得者とみなして、自動車取得税を課する。

第134条の４ 自動車製造業者、自動車販売業者又は

法第113条第２項の施行令で定める自動車の取得を

した者（以下この条において「販売業者等」とい

う。）が、その製造により取得した自動車又はその

販売のためその他運行（道路運送車両法第２条第５

項に規定する運行をいう。以下この条及び次条にお

いて同じ。）以外の目的に供するため取得した自動

車について、当該販売業者等が運行の用に供した場

合（当該販売業者等から当該自動車の貸与を受けた

者がこれを運行の用に供した場合を含む。）におい

ては、当該運行の用に供することを自動車の取得

と、当該販売業者等を自動車の取得者とみなして、

自動車取得税を課する。

２ 前項の場合において、当該販売業者等が、当該自

動車について、道路運送車両法第７条の規定による

登録を受けたとき（当該登録前に前条第１項の規定
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の適用がある自動車の売買がされたときを除

く。）、同法第60条の規定による自動車検査証の交

付を受けたとき（同法第59条第１項に規定する検査

対象軽自動車に係る場合に限る。）又は同法第97条

の３の規定による届出をしたときは、当該自動車の

登録、自動車検査証の交付又は届出を当該運行の用

に供することとみなす。

第134条の５ 法の施行地外で自動車を取得した者

が、当該自動車を法の施行地外から最初に県内に持

ち込んで運行の用に供した場合には、当該自動車を

運行の用に供することを自動車の取得と、当該自動

車を運行の用に供する者を自動車の取得者とみなし

て、自動車取得税を課する。

（自動車取得税の非課税）

第134条の５の２ 道路運送法（昭和26年法律第183

号）第３条第１号イに規定する一般乗合旅客自動車

運送事業を経営する者が、地域住民の生活に必要な

路線で輸送人員の減少等により運行の維持が困難に

なっているものとして、国と協調して県がその運行

する車両の購入に係る補助金の交付の対象とした路

線の運行の用に供する一般乗合用のバスを取得した

場合においては、当該取得が平成29年３月31日まで

に行われたときに限り、自動車取得税を課さない。

（自動車取得税の課税免除）

第134条の６ 次の各号のいずれかに該当する自動車

の取得に対しては、自動車取得税を課さない。ただ

し、第３号及び第４号に規定する自動車の取得に

あっては、知事の承認を受けたものに限る。

(１) 日本赤十字社が、救急業務、採血業務又はへ

き地巡回診療のために専用する自動車

(２) 公的医療機関で地方公共団体及び日本赤十字

社以外の者が開設する病院又は診療所が救急業務

又はへき地巡回診療のために専用する自動車

(３) 一般財団法人鳥取県交通安全協会が専ら交通

安全の指導及び普及宣伝の用に供する自動車

(４) 特定非営利活動法人が専ら特定非営利活動に

係る事業の用に供する自動車（当該特定非営利活

動法人がその設立の日から６月以内に無償で譲り

受け、かつ、当該期間内に道路運送車両法第７条

又は第13条の規定による登録がされたものに限

る。）
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（自動車取得税の減免）

第134条の７ 知事は、第８条第１項の表の自動車取

得税の項の右欄に掲げる場合のほか、次の各号のい

ずれかに該当する場合には、規則で定めるところに

より、自動車取得税を減免することができる。ただ

し、第１号の場合において、既に同号に該当するこ

とにより自動車取得税の減免を受けた者に対して

は、当該減免の対象となった自動車取得税に係る自

動車の取得の日から２年（当該自動車の取得が新車

新規登録に係るものである場合にあっては、３年）

以内に行った当該身体障害者等のための新たな自動

車の取得に係る自動車取得税は、災害、盗難等によ

り故障、損壊又は滅失した自動車に代わる自動車の

取得に係る場合を除き、減免しないものとする。

(１) 身体に障害を有し歩行が困難な者若しくは精

神に障害を有し歩行が困難な者（以下この条及び

次条において「身体障害者等」という。）又は身

体障害者等と生計を一にする者が、次のいずれか

の自動車を取得した場合

ア 当該身体障害者等が運転する自動車（当該身

体障害者等が取得したものに限る。）

イ 当該身体障害者等の通院、通所、通学又は生

業のためにその者と生計を一にする者が運転す

る自動車

ウ 当該身体障害者等（身体障害者等のみ又は身

体障害者等及び18歳未満の者のみで構成される

世帯の身体障害者等に限る。）の通院、通所、

通学又は生業のためにその者を常時介護する者

が運転する自動車

(２) 構造上身体障害者等の利用に供するためのも

のと認められる自動車を取得した場合

(３) 専ら身体障害者等が運転するための構造の変

更がなされた自動車で営業用のものを取得した場

合

（自動車取得税の減免額）

第134条の８ 前条の規定により減免する額は、次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とす

る。

(１) 前条第１号アに該当するもの 当該自動車の

取得に係る自動車取得税の全額又は250万円に当

該自動車に係る自動車取得税の税率を乗じて得た

額のいずれか低い額

(２) 前条第１号イ又はウに該当するもの 次に掲

げる区分に応じ、それぞれに定める額
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ア 身体障害者等の通院、通所若しくは通学のた

めに運転する回数が１週間に３回以上である場

合又は身体障害者等の生業のために運転する場

合 前号に定める額

イ 身体障害者等の通院、通所又は通学のために

運転する回数が１週間に１回又は２回である場

合 当該自動車の取得に係る自動車取得税の全

額又は150万円に当該自動車に係る自動車取得

税の税率を乗じて得た額のいずれか低い額

(３) 前条第２号又は第３号に該当するもの 当該

自動車の取得価額のうち構造の変更に要した金額

に当該自動車に係る自動車取得税の税率を乗じて

得た額に相当する額

（自動車取得税の課税標準）

第134条の９ 自動車取得税の課税標準は、自動車の

取得価額とする。

２ 次に掲げる自動車の取得については、その取得の

時における当該自動車の通常の取引価額として法第

118条第２項の総務省令で定めるところにより算定

した金額を前項の取得価額とみなす。

(１) 無償でされた自動車の取得又は自動車を譲渡

した者が親族その他当該自動車を取得した者と特

殊の関係のある者で法第118条第２項第１号の施

行令で定めるものである場合その他特別の事情が

ある場合における自動車の取得で同号の施行令で

定めるもの

(２) 代物弁済に係る給付として又は交換若しくは

民法（明治29年法律第89号）第553条の負担付贈

与（被相続人から相続人以外の者に対してされた

同法第1002条第１項の負担付遺贈を含む。）に係

る財産の移転としてされた場合における自動車の

取得

(３) 第134条の４第１項又は第134条の５の規定に

より自動車の取得があったものとみなされる場合

における当該自動車の取得

（自動車取得税の課税標準の特例）

第134条の９の２ 法附則第12条の２の５の規定の適

用を受ける自動車取得税の課税標準は、同条の規定

により算定される金額とする。

（自動車取得税の税率）

第134条の10 自動車取得税の税率は、100分の３とす

る。
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（自動車取得税の税率の特例）

第134条の11 営業用の自動車（道路運送車両法第３

条の軽自動車を除く。）及び同条の軽自動車の取得

に対して課する自動車取得税の税率は、前条の規定

にかかわらず、当分の間、100分の２とする。

２ 法附則第12条の２の３第２項に掲げる自動車で初

めて新規登録等（法附則第12条の２の２第２項に規

定する新規登録等をいう。以下この条において同

じ。）を受けるものの取得（法附則第12条の２の５

第６項から第11項までの規定の適用がある場合の自

動車の取得を除く。）に対して課する自動車取得税

の税率は、当該取得が平成29年３月31日までに行わ

れたときに限り、前条及び前項の規定にかかわら

ず、当該取得についてこの項の規定の適用がないも

のとした場合に適用されるべき同条又は前項に定め

る率に100分の20を乗じて得た率とする。

３ 法附則第12条の２の３第３項に掲げる自動車で初

めて新規登録等を受けるものの取得（前項又は法附

則第12条の２の５第６項から第11項までの規定の適

用がある場合の自動車の取得を除く。）に対して課

する自動車取得税の税率は、当該取得が平成29年３

月31日までに行われたときに限り、前条及び第１項

の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の規

定の適用がないものとした場合に適用されるべき同

条又は第１項に定める率に100分の40を乗じて得た

率とする。

４ 法附則第12条の２の３第４項に掲げる自動車で初

めて新規登録等を受けるものの取得（前２項又は法

附則第12条の２の５第６項から第11項までの規定の

適用がある場合の自動車の取得を除く。）に対して

課する自動車取得税の税率は、当該取得が平成29年

３月31日までに行われたときに限り、前条及び第１

項の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の

規定の適用がないものとした場合に適用されるべき

同条又は第１項に定める率に100分の60を乗じて得

た率とする。

５ 法附則第12条の２の３第５項に規定するガソリン

自動車で初めて新規登録等を受けるものの取得（前

３項又は法附則第12条の２の５第６項から第11項ま

での規定の適用がある場合の自動車の取得を除

く。）に対して課する自動車取得税の税率は、当該

取得が平成29年３月31日までに行われたときに限

り、前条及び第１項の規定にかかわらず、当該取得

についてこの項の規定の適用がないものとした場合
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に適用されるべき同条又は第１項に定める率に100

分の80を乗じて得た率とする。

（自動車取得税の免税点）

第134条の12 次の各号に掲げる自動車の取得のう

ち、取得価額が当該各号に定める額以下であるもの

に対しては、自動車取得税を課さない。

(１) 次号の自動車の取得以外の自動車の取得 15

万円

(２) 平成30年３月31日までに行われた自動車の取

得 50万円

（自動車取得税の徴収方法）

第134条の13 自動車取得税の徴収については、申告

納付の方法による。

（自動車取得税の申告納付）

第134条の14 自動車取得税の納税義務者は、次の各

号に掲げる自動車の取得の区分に応じ、当該各号に

定める時又は日までに、法第122条第１項の総務省

令で定める様式によって、自動車取得税の課税標準

額及び税額その他必要な事項を記載した申告書を知

事に提出するとともに、その申告した税額を県に納

付しなければならない。

(１) 道路運送車両法第７条の規定による登録、同

法第59条の規定による検査（検査対象軽自動車に

係るものに限る。）又は同法第97条の３の規定に

よる届出がされる自動車に係る自動車の取得 当

該登録、検査又は届出の時

(２) 道路運送車両法第13条の規定による登録を受

けるべき自動車の取得 当該登録を受けるべき事

由があった日から15日を経過する日（その日前に

当該登録を受けたときは、当該登録の時）

(３) 前２号の自動車の取得以外の自動車の取得

で、道路運送車両法第67条第１項の規定による自

動車検査証の記入を受けるべき自動車の取得又は

法第122条第１項第３号の総務省令で定める自動

車の取得 当該記入を受けるべき事由があった日

から15日を経過する日（その日前に当該記入を受

けたときは、当該記入の時）又は同号の総務省令

で定める日

(４) 前３号の自動車の取得以外の自動車の取得

当該自動車の取得の日から15日を経過する日

２ 自動車の取得をした者は、前項の規定の適用があ

る場合を除き、法第122条第２項の総務省令で定め
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る様式によって、当該自動車の取得の事実に関し必

要な事項を記載した報告書を知事に提出しなければ

ならない。

（自動車取得税の期限後申告及び修正申告納付）

第134条の15 前条第１項の規定によって申告書を提

出すべき者は、当該申告書の提出期限後において

も、法第129条第４項の規定による決定の通知があ

るまでは、前条第１項の規定によって申告納付する

ことができる。

２ 前条第１項若しくは前項若しくはこの項の規定に

よって申告書若しくは修正申告書を提出した者又は

法第129条の規定による更正若しくは決定を受けた

者は、当該申告書若しくは修正申告書又は当該更正

若しくは決定に係る課税標準額又は税額について不

足額がある場合には、遅滞なく、法第123条第２項

の総務省令で定める事項を記載した修正申告書を知

事に提出するとともに、その修正により増加した税

額を県に納付しなければならない。

（自動車取得税の納付の方法）

第134条の16 自動車取得税の納税義務者は、第134条

の14第１項又は前条の規定によって自動車取得税を

納付する場合（法第131条の規定により当該自動車

取得税額に係る延滞金額を納付する場合を含む。）

には、これらの規定による申告書又は修正申告書に

鳥取県収入証紙条例（昭和39年鳥取県条例第９号）

第３条に規定する収入証紙（以下「鳥取県収入証

紙」という。）を貼ってしなければならない。この

場合には、証紙の額面金額に相当する金額の証紙代

金収納計器による表示を受けること、又は証紙の額

面金額に相当する現金を納付した後規則で定める納

税済印を受けることによって鳥取県収入証紙の貼り

付けに代えることができる。

（自動車取得税に係る不申告に関する過料）

第134条の16の２ 自動車取得税の納税義務者が正当

な理由がなくて第134条の14第１項の規定による申

告書を同項各号に規定する申告書の提出期限までに

提出しなかった場合においては、その者に対し、10

万円以下の過料を科する。

２ 前項の過料の額は、その情状により知事が定め

る。

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入

通知書で指定すべき納期限は、その発付の日から10
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日以内とする。

（譲渡担保財産の取得に対して課する自動車取得税の

納税義務の免除に関する申告）

第134条の17 法第125条第１項の規定の適用を受けよ

うとする者は、知事が別に定める期日までに、次に

掲げる事項を記載した申告書に、譲渡担保財産の設

定に関する契約書の写しを添付して、知事に提出し

なければならない。

(１) 譲渡担保設定者の住所又は所在地及び氏名又

は名称

(２) 自動車の登録番号又は車両番号

(３) 譲渡担保財産の設定をした年月日

(４) 譲渡担保権者から譲渡担保設定者に当該担保

財産に係る自動車を移転した年月日

（譲渡担保財産の取得に対して課する自動車取得税の

徴収猶予に関する申告等）

第134条の18 法第125条第２項の規定の適用を受けよ

うとする者は、次に掲げる事項を記載した申告書

に、譲渡担保財産の設定に関する契約書の写しを添

付して、第134条の14第１項の規定による申告をす

る際に併せて知事に提出しなければならない。

(１) 譲渡担保設定者の住所又は所在地及び氏名又

は名称

(２) 自動車の登録番号又は車両番号

(３) 譲渡担保財産の設定をした年月日

(４) 譲渡担保財産により担保された債権の弁済期

限

２ 法第125条第６項の規定による自動車取得税の還

付を受けようとする者は、当該自動車取得税の年度

及び税額並びに前条各号に掲げる事項を記載した還

付申請書を知事に提出しなければならない。

３ 法第125条第２項の規定によって徴収の猶予を受

けた者が同条第１項の規定の適用がないことが明ら

かとなった場合には、その徴収猶予を取り消し、徴

収猶予した徴収金を直ちに徴収する。

（自動車の返還があった場合の自動車取得税の還付又

は納付義務の免除の申請）

第134条の19 法第126条第１項の規定の適用を受けよ

うとする者は、次に掲げる事項を記載した還付申請

書又は免除申請書に当該自動車の性能が良好でない

ことその他これに類する理由により当該自動車を自

動車販売業者に返還したことを証する書類を添付し
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て知事に提出しなければならない。

(１) 還付又は免除を受けようとする自動車取得税

の年度及び税額

(２) 返還した自動車の種類、用途、車名、型式及

び車台番号

(３) 返還した自動車の登録番号又は車両番号

(４) 自動車を返還した年月日

(５) 自動車の返還を受けた自動車販売業者の住所

又は所在地及び氏名又は名称

(６) その他知事が必要であると認める事項

（自動車取得税に係る更正、決定等に関する通知）

第134条の20 法第129条第４項の規定による更正又は

決定の通知、法第132条第６項の規定による過少申

告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及び法

第133条第５項の規定による重加算金額の決定の通

知は、規則で定める通知書によって行う。

（自動車取得税に係る不足税額等の納付手続）

第134条の21 前条の通知書を受理した申告納付すべ

き納税者は、不足税額（法第130条第１項に規定す

る不足税額をいう。）、過少申告加算金額（法第

132条第１項に規定する過少申告加算金額をい

う。）、不申告加算金額（同条第２項に規定する不

申告加算金額をいう。）又は重加算金額（法第133

条第１項及び第２項に規定する重加算金額をい

う。）があるときは、それぞれ納付書によってこれ

らを納付しなければならない。

２ 前項の不足税額、過少申告加算金額、不申告加算

金額又は重加算金額に係る納期限は、前条の通知を

した日から１月を経過する日とする。

第７節 軽油引取税 第６節の３ 軽油引取税

第８節 自動車税 第７節 自動車税

第１款 通則

（用語） （用語）

第135条 この節において、次の各号に掲げる用語の 第134条の44 この節において、次の各号に掲げる用

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。

(１) 環境性能割 法第145条第１号に規定する環

境性能割をいう。

(２) 種別割 法第145条第２号に規定する種別割

をいう。
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(３) 自動車 法第145条第３号に規定する自動車

をいう。

(４) 新規登録 道路運送車両法第７条第１項に規 (１) 新車新規登録 法附則第12条の３第１項第１

定する新規登録をいう。 号に規定する新車新規登録をいう。

(２) 電気自動車 電気を動力源とする自動車で内

燃機関を有しないものをいう。

(３) 天然ガス自動車 専ら可燃性天然ガスを内燃

機関の燃料として用いる自動車で法附則第12条の

３第１項の総務省令で定めるものをいう。

(４) 電力併用自動車 内燃機関を有する自動車で

併せて電気その他の法附則第12条の３第１項の総

務省令で定めるものを動力源として用いるものの

うち、廃エネルギーを回収する機能を備えている

ことにより大気汚染防止法（昭和43年法律第97

号）第２条第14項に規定する自動車排出ガスの排

出の抑制に資するもので法附則第12条の３第１項

の総務省令で定めるものをいう。

（自動車税の納税義務者等） （自動車税の納税義務者等）

第135条の２ 自動車税は、自動車に対し、当該自動 第135条 自動車税は、自動車（軽自動車税の課税客

車の取得者に環境性能割によって、当該自動車の所 体である自動車その他法第145条第１項の施行令で

有者に種別割によって、それぞれ課する。 定める自動車を除く。以下この節において同じ。）

に対し、その所有者（所有者が法第146条第１項の

規定によって自動車税を課することができないもの

である場合には、その所有者以外の使用者）に課す

る。

２ 前項に規定する自動車の取得者には、製造により ２ 自動車の売買があった場合において、売主が当該

自動車を取得した自動車製造業者、販売のために自 自動車の所有権を留保しているときは、自動車税の

動車を取得した自動車販売業者その他法第146条第 賦課徴収については、買主を当該自動車の所有者と

２項の施行令で定める者を含まないものとする。 みなす。

３ 自動車の所有者が法第148条第１項の規定により

種別割を課することができない者である場合には、

第１項の規定にかかわらず、当該自動車の使用者に

種別割を課する。ただし、公用又は公共の用に供す

る自動車については、この限りでない。

（自動車税のみなす課税）

第135条の３ 自動車の売買契約において売主が当該

自動車の所有権を留保している場合には、自動車税

の賦課徴収については、買主を前条第１項に規定す

る自動車の取得者（以下この節において「自動車の

取得者」という。）及び自動車の所有者とみなし

て、自動車税を課する。

２ 前項の規定の適用を受ける売買契約に係る自動車

について、買主の変更があったときは、新たに買主
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となる者を自動車の取得者及び自動車の所有者とみ

なして、自動車税を課する。

３ 自動車製造業者、自動車販売業者又は法第146条

第２項の施行令で定める自動車の取得をした者（以

下この項において「販売業者等」という。）が、そ

の製造により取得した自動車又はその販売のためそ

の他運行（道路運送車両法第２条第５項に規定する

運行をいう。次項において同じ。）以外の目的に供

するため取得した自動車について、当該販売業者等

が新規登録を受けた場合（当該新規登録前に第１項

の規定の適用を受ける売買契約の締結が行われた場

合を除く。）には、当該販売業者等を自動車の取得

者とみなして、環境性能割を課する。

４ 法の施行地外で自動車を取得した者が、当該自動

車を法の施行地外から県内に持ち込んで運行の用に

供した場合には、当該自動車を運行の用に供する者

を自動車の取得者とみなして、環境性能割を課す

る。

（自動車税の非課税） （自動車税の非課税）

第136条 略 第136条 略

２ 道路運送法（昭和26年法律第183号）第３条第１

号イに規定する一般乗合旅客自動車運送事業を経営

する者が、地域住民の生活に必要な路線で輸送人員

の減少等により運行の維持が困難になっているもの

として、国と協調して県がその運行する車両の購入

に係る補助金の交付の対象とした路線の運行の用に

供する一般乗合用のバスを取得した場合において

は、当該取得が平成31年３月31日までに行われたと

きに限り、環境性能割を課さない。

（自動車税の課税免除） （自動車税の課税免除）

第137条 次の各号のいずれかに該当する自動車に対 第137条

しては、環境性能割を課さない。ただし、第２号及

び第３号に規定する自動車にあっては、知事の承認

を受けたものに限る。

(１) 公的医療機関で地方公共団体及び日本赤十字

社以外の者が開設する病院又は診療所が救急業務

又はへき地巡回診療のために専用する自動車

(２) 一般財団法人鳥取県交通安全協会が専ら交通

安全の指導及び普及宣伝の用に供する自動車

(３) 特定非営利活動法人が専ら特定非営利活動に

係る事業の用に供する自動車（当該特定非営利活

動法人がその設立の日から６月以内に無償で譲り

受け、かつ、当該期間内に新規登録又は道路運送
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車両法第13条第１項の規定による移転登録（以下

この節において「移転登録」という。）を受けた

ものに限る。）

２ 次の各号のいずれかに該当する自動車に対して 次の各号のいずれかに該当する自動車に対して

は、種別割を課さない。ただし、第４号から第11号 は、自動車税を課さない。ただし、第４号から第11

までに規定する自動車にあっては、知事の承認を受 号までに規定する自動車にあっては、知事の承認を

けたものに限る。 受けたものに限る。

(１)～(11) 略 (１)～(11) 略

（自動車税の減免） （自動車税の減免）

第137条の２ 知事は、第８条第１項の表の自動車税 第137条の２

の環境性能割の項の右欄に掲げる場合のほか、次の

各号のいずれかに該当する場合には、規則で定める

ところにより、環境性能割を減免することができ

る。ただし、第１号の場合において、既に同号に該

当することにより環境性能割の減免を受けた者に対

しては、当該減免の対象となった自動車の取得の日

から２年（当該自動車の取得が最初の新規登録に係

るものである場合にあっては、３年）以内に行った

新たな自動車の取得については、災害、盗難等によ

り故障、損壊又は滅失した自動車に代わる自動車の

取得に係る場合を除き、環境性能割を減免しないも

のとする。

(１) 身体に障害を有し歩行が困難な者若しくは精

神に障害を有し歩行が困難な者（以下この条及び

次条において「身体障害者等」という。）又は身

体障害者等と生計を一にする者が、次のいずれか

の自動車を取得した場合

ア 当該身体障害者等が運転する自動車（当該身

体障害者等が取得したものに限る。）

イ 当該身体障害者等の通院、通所、通学又は生

業のためにその者と生計を一にする者が運転す

る自動車

ウ 当該身体障害者等（身体障害者等のみ又は身

体障害者等及び18歳未満の者のみで構成される

世帯の身体障害者等に限る。）の通院、通所、

通学又は生業のためにその者を常時介護する者

が運転する自動車

(２) 構造上身体障害者等の利用に供するためのも

のと認められる自動車を取得した場合

(３) 専ら身体障害者等が運転するための構造の変

更がなされた自動車で営業用のものを取得した場

合

２ 知事は、第８条第１項の表の自動車税の種別割の 知事は、第８条第１項の表の自動車税の項の右欄

項の右欄に掲げる場合のほか、次の各号のいずれか に掲げる場合のほか、次の各号のいずれかに該当す
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に該当する場合には、規則で定めるところにより、 る場合には、規則で定めるところにより、自動車税

種別割を減免することができる。ただし、第１号の を減免することができる。ただし、第１号の場合に

場合において、既に同号に該当することにより種別 おいて、既に同号に該当することにより自動車税の

割の減免を受けた者に対しては、その年度において 減免を受けた者に対しては、当該減免の対象となっ

１回に限り、当該減免の対象となった自動車に代わ た自動車税に係る賦課期日の属する年度において１

る自動車の所有に係る種別割を減免することができ 回に限り、当該減免の対象となった自動車に代わる

る。 自動車の所有に係る自動車税を減免することができ

る。

(１) 身体障害者等又は身体障害者等と生計を一に (１) 身体に障害を有し歩行が困難な者若しくは精

する者が前項第１号アからウまでのいずれかの自 神に障害を有し歩行が困難な者（以下この条及び

動車（１台に限る。）を所有する場合 次条において「身体障害者等」という。）又は身

体障害者等と生計を一にする者が次のいずれかの

自動車（１台に限る。）を所有する場合

ア 当該身体障害者等が運転する自動車（当該身

体障害者等が所有するものに限る。）

イ 当該身体障害者等の通院、通所、通学又は生

業のためにその者と生計を一にする者が運転す

る自動車

ウ 当該身体障害者等（身体障害者等のみ又は身

体障害者等及び18歳未満の者のみで構成される

世帯の身体障害者等に限る。）の通院、通所、

通学又は生業のためにその者を常時介護する者

が運転する自動車

(２)・(３) 略 (２)・(３) 略

３ 知事は、前項ただし書に規定する減免の対象と ２ 知事は、前項ただし書に規定する減免の対象と

なった自動車に代わる自動車の所有が災害、盗難等 なった自動車に代わる自動車の所有が災害、盗難等

により故障し、損壊し、又は滅失した自動車に代わ により故障し、損壊し、又は滅失した自動車に代わ

る自動車の所有である場合には、同項ただし書の規 る自動車の所有である場合には、同項ただし書の規

定にかかわらず、同項本文の規定により種別割を減 定にかかわらず、同項本文の規定により自動車税を

免することができる。 減免することができる。

（自動車税の減免額） （自動車税の減免額）

第137条の３ 前条第１項の規定により減免する額 第137条の３

は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る額とする。

(１) 前条第１項第１号アに該当するもの 当該自

動車に係る環境性能割の全額又は250万円に当該

自動車に係る環境性能割の税率を乗じて得た額の

いずれか低い額

(２) 前条第１項第１号イ又はウに該当するもの

次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める額

ア 身体障害者等の通院、通所若しくは通学のた

めに運転する回数が１週間に３回以上である場

合又は身体障害者等の生業のために運転する場

合 前号に定める額



- 34 -

平成28年３月25日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第28号

イ 身体障害者等の通院、通所又は通学のために

運転する回数が１週間に１回又は２回である場

合 当該自動車に係る環境性能割の全額又は

150万円に当該自動車に係る環境性能割の税率

を乗じて得た額のいずれか低い額

(３) 前条第１項第２号又は第３号に該当するもの

当該自動車の構造の変更に要した金額に当該自

動車に係る環境性能割の税率を乗じて得た額に相

当する額

２ 前条第２項の規定により減免する額は、次の各号 前条の規定により減免する額は、次の各号に掲げ

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。 る区分に応じ、当該各号に定める額とする。ただ

ただし、第１号又は第３号に掲げる場合で、賦課期 し、第１号、第２号及び第４号に掲げる場合で、賦

日（賦課期日後に納税義務が発生した場合は、当該 課期日（賦課期日後に納税義務が発生した場合は、

発生した日）後に減免の要件に該当し、又は規則で 当該発生した日）後に減免の要件に該当し、又は規

定める申請期限後に減免の申請があった場合（当該 則で定める申請期限後に減免の申請があった場合

提出期限の属する年度の２月末日までに申請があっ （当該提出期限の属する年度の２月末日までに申請

た場合に限る。）は、申請のあった月の翌月から減 があった場合に限る。）は、申請のあった月の翌月

免の要件に該当していた期間に応じ、規則で定める から減免の要件に該当していた期間に応じ、規則で

計算方法に従って計算した額とする。 定める計算方法に従って計算した額とする。

(１) 前条第２項第１号に該当するもの 次に掲げ (１) 前条第１号アに該当するもの 納付すべき自

る区分に応じ、それぞれに定める額 動車税の税額の全額又は45,000円（賦課期日後に

納税義務が発生した場合にあっては当該発生した

月の翌月から、賦課期日後に納税義務が消滅した

場合にあっては当該消滅した月までの期間に応

じ、規則で定める計算方法に従って計算した額）

のいずれか低い額

(２) 前条第１号イ又はウに該当するもの 次に掲

げる区分に応じ、それぞれに定める額

ア 前条第１項第１号アに該当する自動車の場合 ア 身体障害者等の通院、通所若しくは通学のた

又は同号イ若しくはウに該当する自動車を身体 めに運転する回数が１週間に３回以上である場

障害者等の通院、通所若しくは通学のために運 合又は身体障害者等の生業のために運転する場

転する回数が１週間に３回以上である場合若し 合 前号に定める額

くは身体障害者等の生業のために運転する場合

納付すべき種別割の税額の全額又は45,000円

（賦課期日後に納税義務が発生した場合にあっ

ては当該発生した月の翌月から、賦課期日後に

納税義務が消滅した場合にあっては当該消滅し

た月までの期間に応じ、規則で定める計算方法

に従って計算した額）のいずれか低い額

イ 前条第１項第１号イ又はウに該当する自動車 イ 身体障害者等の通院、通所又は通学のために

を身体障害者等の通院、通所又は通学のために 運転する回数が１週間に１回又は２回である場

運転する回数が１週間に１回又は２回である場 合 納付すべき自動車税の税額の全額又は

合 納付すべき種別割の税額の全額又は 23,000円（賦課期日後に納税義務が発生した場

23,000円（賦課期日後に納税義務が発生した場 合にあっては当該発生した月の翌月から、賦課

合にあっては当該発生した月の翌月から、賦課 期日後に納税義務が消滅した場合にあっては当
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期日後に納税義務が消滅した場合にあっては当 該消滅した月までの期間に応じ、規則で定める

該消滅した月までの期間に応じ、規則で定める 計算方法に従って計算した額）のいずれか低い

計算方法に従って計算した額）のいずれか低い 額

額

(２) 前条第２項第２号に該当するもの 第138条 (３) 前条第２号に該当するもの 第138条第１項

第１項に規定する税率の12分の３に相当する額 に規定する税率の12分の３に相当する額（賦課期

（賦課期日以後５月31日以前において、法第177 日以後５月31日以前において、法第150条第２項

条の10第２項の規定により月割をもって課税する の規定により月割をもって課税する場合は、当該

場合は、当該月割額） 月割額）

(３) 前条第２項第３号に該当するもの 同号に規 (４) 前条第３号に該当するもの 同号に規定する

定する自動車と、乗用車にあっては総排気量等 自動車と、乗用車にあっては総排気量等が、トラ

が、トラックにあっては最大積載量等が、バスに ックにあっては最大積載量等が、バスにあっては

あっては乗車定員が同一である第138条第１項の 乗車定員が同一である第138条第１項の表(１)

表(１)ア、(２)ア又は(３)ア(イ)に掲げる営業用 ア、(２)ア又は(３)ア(イ)に掲げる営業用の自動

の自動車に対して課すべきその年度分の種別割の 車に対して課すべきその年度分の自動車税の税額

税額に相当する額を、当該年度分の種別割の税額 に相当する額を、当該年度分の自動車税の税額か

から控除して得た額 ら控除して得た額

第２款 環境性能割

（環境性能割の課税標準）

第137条の４ 環境性能割の課税標準は、自動車の取

得のために通常要する価額として法第156条の総務

省令で定めるところにより算定した金額（第137条

の８において「通常の取得価額」という。）とす

る。

（環境性能割の課税標準の特例）

第137条の５ 法附則第12条の２の12の規定の適用を

受ける環境性能割の課税標準は、同条の規定により

算定される金額とする。

（環境性能割の税率）

第137条の６ 法第157条第１項（同条第４項において

準用する場合を含む。）に掲げる自動車に対して課

する環境性能割の税率は、100分の１とする。

２ 法第157条第２項（同条第４項において準用する

場合を含む。）に掲げる自動車（前項の規定の適用

を受ける自動車を除く。）に対して課する環境性能

割の税率は、100分の２とする。

３ 前２項の規定の適用を受ける自動車以外の自動車

に対して課する環境性能割の税率は、100分の３と

する。

（環境性能割の税率の特例）
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第137条の７ 営業用の自動車に対する前条の規定の

適用については、当分の間、同条第１項中「100分

の１」とあるのは「100分の0.5」と、同条第２項中

「100分の２」とあるのは「100分の１」と、前条第

３項中「100分の３」とあるのは「100分の２」とす

る。

（環境性能割の免税点）

第137条の８ 通常の取得価額が50万円以下である自

動車に対しては、環境性能割を課さない。

（環境性能割の徴収方法）

第137条の９ 環境性能割の徴収については、申告納

付の方法による。

（環境性能割の申告納付）

第137条の10 環境性能割の納税義務者は、次の各号

に掲げる自動車の区分に応じ、当該各号に定める時

又は日までに、法第160条第１項の総務省令で定め

る様式によって、環境性能割の課税標準額及び税額

その他必要な事項を記載した申告書を知事に提出す

るとともに、その申告した税額を県に納付しなけれ

ばならない。

(１) 新規登録を受ける自動車 当該新規登録の時

(２) 移転登録を受けるべき自動車 当該移転登録

を受けるべき事由があった日から15日を経過する

日（その日前に当該移転登録を受けたときは、当

該移転登録の時）

(３) 前２号に掲げる自動車以外の自動車で、道路

運送車両法第67条第１項の規定による自動車検査

証の記入を受けるべき自動車 当該記入を受ける

べき事由があった日から15日を経過する日（その

日前に当該記入を受けたときは、当該記入の時）

(４) 前３号に掲げる自動車以外の自動車 当該自

動車の取得の日から15日を経過する日

２ 自動車の取得者（環境性能割の納税義務者を除

く。以下この項において同じ。）は、前項各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める時又は日まで

に、法第160条第２項の総務省令で定める様式によ

り、当該自動車の取得者が取得した自動車について

必要な事項を記載した報告書を知事に提出しなけれ

ばならない。

（環境性能割の期限後申告及び修正申告納付）

第137条の11 前条第１項の規定により申告書を提出
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すべき者は、当該申告書の提出期限後においても、

法第168条第４項の規定による決定の通知があるま

での間は、前条第１項の規定により申告納付するこ

とができる。

２ 前条第１項若しくは前項若しくはこの項の規定に

より申告書若しくは修正申告書を提出した者又は法

第168条第１項から第３項までの規定による更正若

しくは決定を受けた者は、当該申告書若しくは修正

申告書又は当該更正若しくは決定に係る課税標準額

又は税額について不足額がある場合には、遅滞な

く、法第161条第２項の総務省令で定める事項を記

載した修正申告書を知事に提出するとともに、その

修正により増加した税額を県に納付しなければなら

ない。

（環境性能割の納付の方法）

第137条の12 環境性能割の納税義務者は、第137条の

10第１項又は前条の規定により環境性能割を納付す

る場合（法第170条の規定により当該環境性能割に

係る延滞金額を納付する場合を含む。）には、これ

らの規定による申告書又は修正申告書に鳥取県収入

証紙条例（昭和39年鳥取県条例第９号）第３条に規

定する収入証紙（以下「鳥取県収入証紙」とい

う。）を貼ってしなければならない。この場合に

は、証紙の額面金額に相当する金額の証紙代金収納

計器による表示を受けること、又は証紙の額面金額

に相当する現金を納付した後規則で定める納税済印

を受けることによって鳥取県収入証紙の貼付けに代

えることができる。

（環境性能割に係る不申告に関する過料）

第137条の13 環境性能割の納税義務者が第137条の10

の規定により申告し、又は報告すべき事項について

正当な理由がなくて申告又は報告をしなかった場合

には、その者に対し、10万円以下の過料を科する。

２ 前項の過料の額は、その情状により知事が定め

る。

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入

通知書で指定すべき納期限は、その発付の日から10

日以内とする。

（譲渡担保財産に対して課する環境性能割の納税義務

の免除等に関する申告）

第137条の14 法第164条第１項の規定の適用を受けよ

うとする者は、知事が別に定める期日までに、次に
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掲げる事項を記載した申告書に、譲渡担保財産の設

定に関する契約書の写しを添付して、知事に提出し

なければならない。

(１) 譲渡担保設定者の住所又は所在地及び氏名又

は名称

(２) 自動車の登録番号又は車両番号

(３) 譲渡担保財産の設定をした年月日

(４) 譲渡担保権者から譲渡担保設定者に当該担保

財産に係る自動車を移転した年月日

２ 法第164条第２項の規定の適用を受けようとする

者は、次に掲げる事項を記載した申告書に、譲渡担

保財産の設定に関する契約書の写しを添付して、第

137条の10第１項の規定による申告をする際に併せ

て知事に提出しなければならない。

(１) 譲渡担保設定者の住所又は所在地及び氏名又

は名称

(２) 自動車の登録番号又は車両番号

(３) 譲渡担保財産の設定をした年月日

(４) 譲渡担保財産により担保された債権の弁済期

限

３ 法第164条第６項の規定による環境性能割の還付

を受けようとする者は、当該環境性能割の年度及び

税額並びに第１項各号に掲げる事項を記載した還付

申請書を知事に提出しなければならない。

（自動車の返還があった場合の環境性能割の納税義務

の免除等の申請）

第137条の15 法第165条第１項の規定の適用を受けよ

うとする者は、次に掲げる事項を記載した免除申請

書に、当該自動車の性能が良好でないことその他同

項の総務省令に定める理由により当該自動車を自動

車販売業者に返還したことを証する書類を添付して

知事に提出しなければならない。

(１) 免除を受けようとする環境性能割の年度及び

税額

(２) 返還した自動車の種類、用途、車名、型式及

び車台番号

(３) 返還した自動車の登録番号又は車両番号

(４) 自動車を返還した年月日

(５) 自動車の返還を受けた自動車販売業者の住所

又は所在地及び氏名又は名称

(６) その他知事が必要であると認める事項

２ 法第165条第２項の規定による環境性能割の還付

を受けようとする者は、当該環境性能割の年度及び

税額並びに前項各号に掲げる事項を記載した還付申
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請書を知事に提出しなければならない。

（環境性能割に係る更正、決定等に関する通知）

第137条の16 法第168条第４項の規定による更正又は

決定の通知、法第170条第６項の規定による過少申

告加算金額又は不申告加算金額の決定の通知及び法

第172条第５項の規定による重加算金額の決定の通

知は、規則で定める通知書によって行う。

（環境性能割に係る不足税額等の納付手続）

第137条の17 前条の通知を受けた者は、環境性能割

に係る不足税額、過少申告加算金額、不申告加算金

額又は重加算金額があるときは、それぞれ納付書に

よってこれらを納付しなければならない。

２ 前項の不足税額、過少申告加算金額、不申告加算

金額又は重加算金額に係る納期限は、前条の通知を

した日から１月を経過する日とする。

第３款 種別割

（種別割の税率） （自動車税の税率）

第138条 種別割の税率は、１台について１年当た 第138条 自動車税の税率は、１台について１年当た

り、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各 り、次の各号に掲げる自動車税の区分に応じ、それ

号に定める額とする。 ぞれ当該各号に定める額とする。

(１) 次号から第５号までに掲げる種別割以外の種 (１) 次号から第５号までに掲げる自動車税以外の

別割 次の表の通常税率の欄に定める額 自動車税 次の表の通常税率の欄に定める額

(２) ガソリン又は液化石油ガスを内燃機関の燃料 (２) ガソリン又は液化石油ガスを内燃機関の燃料

として用いる自動車で平成16年３月31日までに最 として用いる自動車で平成15年３月31日までに新

初の新規登録を受けたもの（法第149条第１項第 車新規登録を受けたもの（電気自動車、天然ガス

１号に規定する電気自動車、同項第２号に規定す 自動車、法附則第12条の３第１項に規定するメタ

る天然ガス自動車、法附則第12条の３第１項に規 ノール自動車、同項に規定する混合メタノール自

定するメタノール自動車、同項に規定する混合メ 動車及びガソリンを内燃機関の燃料として用いる

タノール自動車及びガソリンを内燃機関の燃料と 電力併用自動車並びにバス（一般乗合用のものに

して用いる法第149条第１項第３号に規定する電 限る。）及び被けん引自動車（以下「電気自動車

力併用自動車並びに一般乗合用のバス及び被けん 等」という。）を除く。）に係る新車新規登録を

引自動車（以下「電気自動車等」という。）を除 受けた日から起算して14年を経過した日の属する

く。）に係る最初の新規登録を受けた日から起算 年度以後の年度分の自動車税 次の表の重課税率

して14年を経過した日の属する年度以後の年度分 の欄に定める額

の種別割 次の表の重課税率の欄に定める額

(３) 法第149条第１項第５号に規定する軽油自動 (３) 軽油を内燃機関の燃料として用いる自動車で

車その他の前号に掲げる自動車以外の自動車で平 平成17年３月31日までに新車新規登録を受けたも

成18年３月31日までに最初の新規登録を受けたも の（電気自動車等を除く。）に係る新車新規登録

の（電気自動車等を除く。）に係る最初の新規登 を受けた日から起算して12年を経過した日の属す

録を受けた日から起算して12年を経過した日の属 る年度以後の年度分の自動車税 次の表の重課税

する年度以後の年度分の種別割 次の表の重課税 率の欄に定める額
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率の欄に定める額

(４) 法附則第12条の３第３項に掲げる自動車で平 (４) 法附則第12条の３第３項に掲げる自動車で平

成28年４月１日から平成29年３月31日までの間に 成26年４月１日から平成27年３月31日までの間に

最初の新規登録を受けたものに係る平成29年度分 新車新規登録を受けたものに係る平成27年度分の

の種別割 次の表の最大軽課税率の欄に定める額 自動車税及び同項に掲げる自動車で平成27年４月

１日から平成28年３月31日までの間に新車新規登

録を受けたものに係る平成28年度分の自動車税

次の表の最大軽課税率の欄に定める額

(５) 法附則第12条の３第４項に規定する自動車で (５) 法附則第12条の３第４項に規定する自動車

平成28年４月１日から平成29年３月31日までの間 （同条第３項に掲げる自動車を除く。）で平成26

に最初の新規登録を受けたものに係る平成29年度 年４月１日から平成27年３月31日までの間に新車

分の種別割 次の表の最小軽課税率の欄に定める 新規登録を受けたものに係る平成27年度分の自動

額 車税及び同条第４項に規定する自動車（同条第３

項に掲げる自動車を除く。）で平成27年４月１日

から平成28年３月31日までの間に新車新規登録を

受けたものに係る平成28年度分の自動車税 次の

表の最小軽課税率の欄に定める額

略 略

２ 前項の表(２)アのａからｉまで及び(２)イのａか ２ 前項の表(２)アのａからｉまで及び(２)イのａか

らｉまでに掲げる自動車のうち最大乗車定員が４人 らｉまでに掲げる自動車のうち最大乗車定員が４人

以上であるものに係る種別割の税率は、同項の規定 以上であるものに係る自動車税の税率は、同項の規

にかかわらず、１台について１年当たり、同項に定 定にかかわらず、１台について１年当たり、同項に

める額に、同項第１号に掲げる種別割にあっては次 定める額に、同項第１号に掲げる自動車税にあって

の表の通常税率の欄に定める額を、同項第２号又は は次の表の通常税率の欄に定める額を、同項第２号

第３号に掲げる種別割にあっては同表の重課税率の 又は第３号に掲げる自動車税にあっては同表の重課

欄に定める額を、同項第４号に掲げる種別割にあっ 税率の欄に定める額を、同項第４号に掲げる自動車

ては同表の最大軽課税率の欄に定める額を、同項第 税にあっては同表の最大軽課税率の欄に定める額

５号に掲げる種別割にあっては同表の最小軽課税率 を、同項第５号に掲げる自動車税にあっては同表の

の欄に定める額を、それぞれ加算した額とする。 最小軽課税率の欄に定める額を、それぞれ加算した

額とする。

略 略

（種別割の賦課期日） （自動車税の賦課期日）

第140条 種別割の賦課期日は、４月１日とする。 第140条 自動車税の賦課期日は、４月１日とする。

（種別割の納期） （自動車税の納期）

第141条 種別割の納期は、５月１日から同月31日ま 第141条 自動車税の納期は、５月１日から同月31日

でとする。 までとする。

２ 賦課期日後に納税義務が発生した種別割で普通徴 ２ 賦課期日後に納税義務が発生した自動車税で普通

収の方法により徴収するもの又はやむを得ない事情 徴収の方法により徴収するもの又はやむを得ない事

により前項の納期により難いものの納期は、知事が 情により前項の納期により難いものの納期は、知事

定めて納税通知書に記載したところによる。 が定めて納税通知書に記載したところによる。

（種別割の徴収方法） （自動車税の徴収方法）

第142条 種別割の徴収については、普通徴収の方法 第142条 自動車税の徴収については、普通徴収の方
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による。 法による。

２ 新規登録の申請があった自動車について法第177 ２ 道路運送車両法第７条の規定による登録の申請が

条の10第１項の規定により課する種別割の徴収につ あった自動車について法第150条第１項の規定によ

いては、賦課期日後翌年２月末日までの間に納税義 り課する自動車税の徴収については、同項の賦課期

務が発生した場合に限り、前項の規定にかかわら 日後翌年２月末日までの間に納税義務が発生した場

ず、証紙徴収の方法による。 合に限り、前項の規定にかかわらず、証紙徴収の方

法による。

３ 第144条の規定により提出すべき申告書の提出が ３ 第144条の規定により提出すべき申告書の提出が

なかったことにより前項の規定によって種別割を証 なかったことにより前項の規定によって自動車税を

紙徴収の方法によって徴収することができない場合 証紙徴収の方法によって徴収することができない場

には、当該種別割の徴収については、普通徴収の方 合には、当該自動車税の徴収については、普通徴収

法による。 の方法による。

（種別割の証紙徴収の手続） （自動車税の証紙徴収の手続）

第143条 前条第２項の規定により証紙をもって種別 第143条 前条第２項の規定により証紙をもって自動

割を納付する者は、新規登録の申請をする際に、次 車税を納付する者は、道路運送車両法第７条の規定

条の規定により提出すべき申告書に鳥取県収入証紙 による登録の申請をする際に、次条の規定により提

を貼って、その税金を納付しなければならない。こ 出すべき申告書に鳥取県収入証紙をはって、その税

の場合には、証紙の額面金額に相当する金額の証紙 金を納付しなければならない。この場合には、証紙

代金収納計器による表示を受けること、又は証紙の の額面金額に相当する金額の証紙代金収納計器によ

額面金額に相当する現金を納付した後規則で定める る表示を受けること、又は証紙の額面金額に相当す

納税済印を受けることによって鳥取県収入証紙の貼 る現金を納付した後規則で定める納税済印を受ける

付けに代えることができる。 ことによって鳥取県収入証紙のはり付けに代えるこ

とができる。

（種別割の賦課徴収に関する申告） （自動車税の賦課徴収に関する申告）

第144条 種別割の納税義務者は、新規登録、道路運 第144条 自動車税の納税義務者は、道路運送車両法

送車両法第12条の規定による変更登録若しくは移転 第７条、第12条若しくは第13条の規定による登録の

登録の申請又は同法第67条第１項の規定による自動 申請又は同法第67条第１項の規定による自動車検査

車検査証の記入の手続をする場合には、法第177条 証の記入の手続をする際に、法第152条第１項の総

の13第１項の総務省令で定める様式によって、種別 務省令で定める様式によって、自動車税の賦課徴収

割の賦課徴収に関し必要な事項を記載した申告書又 に関し必要な事項を記載した申告書又は報告書を知

は報告書を知事に提出しなければならない。 事に提出しなければならない。

（所有権留保付自動車に係る売主の報告） （所有権留保付自動車に係る売主の報告）

第145条 第135条の３第１項に規定する売主は、当該 第145条 第135条第２項に規定する売主は、当該自動

自動車の買主の住所若しくは居所又は所在地が不明 車の買主の住所若しくは居所又は所在地が不明であ

であることを理由として知事が請求したときは、当 ることを理由として知事が請求したときは、当該請

該請求のあった日から20日以内に、次に掲げる事項 求のあった日から20日以内に、次に掲げる事項を知

を知事に報告しなければならない。 事に報告しなければならない。

(１)～(６) 略 (１)～(６) 略

（種別割に係る不申告等に関する過料） （自動車税に係る不申告等に関する過料）

第146条 種別割の納税義務者又は第135条の３第１項 第146条 自動車税の納税義務者又は第135条第２項に

に規定する売主が前２条の規定により申告し、又は 規定する売主が前２条の規定によって申告し、又は
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報告すべき事項について正当な理由がなくて申告又 報告すべき事項について正当な理由がなくて申告又

は報告をしなかった場合には、その者に対し、10万 は報告をしなかった場合には、その者に対し、10万

円以下の過料を科する。 円以下の過料を科する。

２・３ 略 ２・３ 略

第９節 鉱区税 第８節 鉱区税

第９節 削除

（合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自動車税の徴収の特例に関する条例の一部改正）

第４条 合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自動車税の徴収の特例に関する条例（昭和29年鳥取県

条例第27号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（自動車税の税率） （自動車税の税率）

第３条 自動車税の税率は、鳥取県税条例第138条の 第３条 自動車税の税率は、鳥取県税条例第138条及

規定にかかわらず、次の各号に掲げる自動車に対 び第139条の規定にかかわらず、次の各号に掲げる

し、１台について、それぞれ当該各号に定める額と 自動車に対し、１台について、それぞれ当該各号に

する。 定める額とする。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

第５条 合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自動車税の徴収の特例に関する条例の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（この条例の目的） （この条例の目的）

第１条 この条例は、日本国とアメリカ合衆国との間 第１条 この条例は、日本国とアメリカ合衆国との間

の相互協力及び安全保障条約第６条に基づく施設及 の相互協力及び安全保障条約第６条に基づく施設及

び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関 び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関

する協定の実施に伴う地方税法の臨時特例に関する する協定の実施に伴う地方税法の臨時特例に関する

法律（昭和27年法律第119号）第４条第１項の規定 法律（昭和27年法律第119号）第４条第１項の規定

に基づき、自動車税の種別割の徴収について鳥取県 に基づき、自動車税の徴収について鳥取県税条例

税条例（平成13年鳥取県条例第10号）の特例を設け （平成13年鳥取県条例第10号）の特例を設けること

ることを目的とする。 を目的とする。

（合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自 （合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自

動車税の種別割の徴収の方法） 動車税の徴収の方法）

第２条 合衆国軍隊の構成員等、契約者又は軍人用販 第２条 合衆国軍隊の構成員等、契約者又は軍人用販

売機関等の所有する自動車に対する自動車税の種別 売機関等の所有する自動車に対する自動車税は、こ

割は、この条例で定めるところにより、証紙徴収の の条例で定めるところにより、証紙徴収の方法に

方法によって徴収する。 よって徴収する。

２ 前項の規定による自動車税の種別割の納税義務者 ２ 前項の規定による自動車税の納税義務者は、鳥取

は、鳥取県税条例第141条の規定にかかわらず、毎 県税条例第141条の規定にかかわらず、毎年４月中
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年４月中（４月中以後に自動車税の種別割の納税義 （４月中以後に自動車税の納税義務が発生した者に

務が発生した者にあっては、当該種別割の納税義務 あっては、当該自動車税の納税義務が発生した月の

が発生した月の翌月中）において、県の発行する第 翌月中）において、県の発行する第１号様式の証紙

１号様式の証紙を知事から購入して、当該自動車税 を知事から購入して、当該自動車税を払い込まなけ

の種別割を払い込まなければならない。 ればならない。

３ 前項の場合において、自動車税の種別割の納税義 ３ 前項の場合において、自動車税の納税義務は、購

務は、購入した証紙に第２号様式の検印を受けたと 入した証紙に第２号様式の検印を受けたときに完了

きに完了するものとする。 するものとする。

（自動車税の種別割の税率） （自動車税の税率）

第３条 自動車税の種別割の税率は、鳥取県税条例第 第３条 自動車税の税率は、鳥取県税条例第138条の

138条の規定にかかわらず、次の各号に掲げる自動 規定にかかわらず、次の各号に掲げる自動車に対

車に対し、１台について、それぞれ当該各号に定め し、１台について、それぞれ当該各号に定める額と

る額とする。 する。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

（鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例の一部改正）

第６条 鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例（昭和34年鳥取県条例第49号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（使用料） （使用料）

第24条の16 略 第24条の16 略

２ 略 ２ 略

３ 知事は、第１項の規定にかかわらず、鳥取県税条 ３ 知事は、第１項の規定にかかわらず、鳥取県税条

例（平成13年鳥取県条例第10号）第137条第２項第 例（平成13年鳥取県条例第10号）第137条第４号又

４号又は第137条の２第２項第１号に該当する自動 は第137条の２第１項第１号に該当する自動車を駐

車を駐車するために県営住宅駐車場を使用する場合 車するために県営住宅駐車場を使用する場合は、駐

は、駐車場使用料の徴収を免除する。 車場使用料の徴収を免除する。

４・５ 略 ４・５ 略

（特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部改正）

第７条 特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例（平成12年鳥取県条例第61号）の一

部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（地方活力向上地域における県税の不均一課税） （地方活力向上地域における県税の不均一課税）

第４条 地域再生法第17条の６の地方公共団体等を定 第４条 地域再生法第17条の６の地方公共団体等を定

める省令（平成27年総務省令第73号。以下「再生法 める省令（平成27年総務省令第73号。以下「再生法

省令」という。）第２条第２号に規定する特別償却 省令」という。）第２条第２号に規定する特別償却

設備設置者（地域再生法第17条の２第１項第１号に 設備設置者（地域再生法第17条の２第１項第１号に

掲げる事業を実施する者に限る。）について、再生 掲げる事業を実施する者に限る。）について、再生

法省令第２条第１号に規定する特別償却設備を事業 法省令第２条第１号に規定する特別償却設備を事業
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の用に供した日の属する年又は事業年度（以下この の用に供した日の属する年又は事業年度（以下この

項において「基準年」という。）以後３年間の各年 項において「基準年」という。）以後３年間の各年

又は各事業年度の所得金額又は収入金額のうち当該 又は各事業年度の所得金額又は収入金額のうち当該

特別償却設備に係るものとして再生法省令第３条の 特別償却設備に係るものとして再生法省令第３条の

規定により計算した額に対して課する事業税の額 規定により計算した額に対して課する事業税の額

は、鳥取県税条例（平成13年鳥取県条例第10号。以 は、鳥取県税条例（平成13年鳥取県条例第10号。以

下「県税条例」という。）第58条及び第64条の４の 下「県税条例」という。）第58条の２及び第64条の

規定にかかわらず、これらの規定に規定する額に、 ４の規定にかかわらず、これらの規定に規定する額

次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の に、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同

右欄に掲げる割合を乗じて得た額とする。 表の右欄に掲げる割合を乗じて得た額とする。

略 略

２ 略 ２ 略

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、地方税法等の一部を改正する法律（平成28年法律第 号）の施行の日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

(１) 第１条中鳥取県税条例第７条の改正規定及び同条の前に５条を追加する改正規定並びに附則第８条の規

定 平成28年４月１日

(２) 第１条中鳥取県税条例第52条、第53条の８、第53条の16、第63条、第123条、第133条、第134条の20、

第134条の42及び第228条の改正規定 平成29年１月１日

(３) 第３条及び第５条から第７条まで並びに次条、附則第４条、第５条及び第７条の規定 平成29年４月１

日

（県民税に関する経過措置）

第２条 第３条の規定による改正後の鳥取県税条例（以下「29年新条例」という。）第40条第１項の規定は、平

成29年４月１日以後に開始する事業年度分の法人の県民税及び同日以後に開始する連結事業年度分の法人の県

民税について適用し、同日前に開始した事業年度分の法人の県民税及び同日前に開始した連結事業年度分の法

人の県民税については、なお従前の例による。

（事業税に関する経過措置）

第３条 第１条及び第２条の規定による改正後の鳥取県税条例（以下「新条例」という。）の規定中法人の事業

税に関する部分は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に開始する事業年度に係る法人の事

業税について適用し、施行日前に開始した事業年度に係る法人の事業税については、なお従前の例による。

第４条 平成29年４月１日前に開始した事業年度に係る法人の事業税についての第３条の規定による改正前の鳥

取県税条例（以下「29年旧条例」という。）第58条の２の規定の適用については、なお従前の例による。

２ 第７条の規定による改正後の特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例第４条第１

項の規定は、平成29年４月１日以後に開始する事業年度に係る法人の事業税について適用し、同日前に開始し

た事業年度に係る法人の事業税については、なお従前の例による。

（自動車取得税に関する経過措置）

第５条 平成29年４月１日前の自動車の取得に対して課する自動車取得税については、なお従前の例による。

（自動車税に関する経過措置）

第６条 新条例の規定中自動車税に関する部分は、平成28年度の自動車税について適用し、平成27年度分までの

自動車税については、なお従前の例による。

第７条 29年新条例の規定中自動車税の環境性能割に関する部分は、平成29年４月１日以後に取得された自動車

に対して課する自動車税の環境性能割について適用する。

２ 29年新条例第137条の２第１項ただし書の規定の適用については、29年旧条例第134条の７第１号に該当する
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ことにより自動車取得税の減免を受けた者は、当該減免の対象となった自動車について、自動車税の環境性能

割の減免を受けたものとみなす。

３ 29年新条例の規定中自動車税の種別割に関する部分は、平成29年度分以後の年度分の自動車税の種別割につ

いて適用し、平成28年度分までの自動車税については、なお従前の例による。

（規則への委任）

第８条 第190国会において地方税法等の一部を改正する法律案が原案どおり成立しない場合における鳥取県税

条例の規定の適用に関し必要な事項その他この条例の施行に際し必要な経過措置は、規則で定める。
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子育て王国とっとり条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月25日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第34号

子育て王国とっとり条例の一部を改正する条例

子育て王国とっとり条例（平成26年鳥取県条例第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定義） （定義）

第２条 略 第２条 略

２ この条例において「子育て支援等」とは、子ども ２ この条例において「子育て支援等」とは、子ども

の出産及び健やかな成長のための環境整備、子ども の出産及び健やかな成長のための環境整備その他の

の貧困対策その他の子どもを産み、育てることに関 子どもを産み、育てることに関するあらゆる支援、

するあらゆる支援、援助及び応援をいう。 援助及び応援をいう。

３・４ 略 ３・４ 略

（基本的な考え方） （基本的な考え方）

第３条 子育て王国とっとりの取組は、次に掲げる事 第３条 子育て王国とっとりの取組は、次に掲げる事

項を基本としなければならない。 項を基本としなければならない。

(１) 略 (１) 略

(２) 貧困が次の世代に連鎖しないようにするこ

と。

(３) 略 (２) 略

(４) 略 (３) 略

(５) 略 (４) 略

（事業主の役割） （事業主の役割）

第９条 事業主は、基本方針にのっとり、その事業の 第９条 事業主は、基本方針にのっとり、その事業の

継続及び発展に努めることと併せ、労働者の職業生 継続及び発展に努めることと併せ、労働者の職業生

活と家庭生活との調和及び両立を図り、保護者の役 活と家庭生活との調和及び両立が図られるようにす

割を果たすことができるようにするために必要な雇 るために必要な雇用環境の整備に努めるとともに、

用環境の整備に努めるとともに、地域における子育 地域における子育て支援等に協力するよう努めるも

て支援等に協力するよう努めるものとする。 のとする。

２ 略 ２ 略

（子育て王国とっとり会議） （子育て王国とっとり会議）

第12条 次に掲げる事務を行わせるため、子育て王国 第12条 次に掲げる事務を行わせるため、子育て王国

とっとり会議を設置する。 とっとり会議を設置する。

(１) 略 (１) 略

(２) 子どもの貧困対策の推進に関する法律（平成

25年法律第64号）第９条第１項に規定する計画に

ついて知事に意見を述べること。

(３) 略 (２) 略
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２・３ 略 ２・３ 略

別表（第10条関係） 別表（第10条関係）

区 分 施策の主な内容 区 分 施策の主な内容

略 略

安心に満ちた子育 １ 略 安心に満ちた子育 １ 略

てと豊かな子ども ２ 地域子育て支援拠点、放課 てと豊かな子ども ２ 地域子育て支援拠点、放課

の学びを支援する 後児童クラブ、放課後等デイ の学びを支援する 後児童クラブ、放課後等デイ

施策 サービス、放課後子ども教 施策 サービス、放課後子ども教

室、学校支援ボランティア、 室、学校支援ボランティア、

家庭教育支援、子育て家庭へ 家庭教育支援チームその他の

の訪問その他の地域での子育 地域での子育てを支援するこ

てを支援すること。 と。

３～９ 略 ３～９ 略

略 略

きずなを強め地域 １～３ 略 きずなを強め地域 １～３ 略

みんなで取り組む ４ 家庭における学習習慣及び みんなで取り組む ４ 家庭における学習習慣及び

子育てを支援する 正しい生活習慣の啓発、家庭 子育てを支援する 正しい生活習慣の啓発、祖父

施策 教育に関する学習の機会及び 施策 母等が子育てに関わりやすい

情報の提供、祖父母等が子育 環境の整備、地域における青

てに関わりやすい環境の整 少年団体の活動その他の地域

備、地域において子育てに関 ぐるみで子どもに関わる活動

わる青少年団体、公民館等の の支援等により、家庭及び地

活動の支援及びそれを担う人 域の教育力の向上を図るこ

材の育成等により、家庭及び と。

地域の教育力の向上を図るこ

と。

５・６ 略 ５・６ 略

特に支援が必要な １ 貧困の状況にある子どもに 特に支援が必要な

子ども・家庭の健 対する学習の支援及びその家 子ども・家庭の健

やかな生活を支援 庭に対する孤立の防止その他 やかな生活を支援

する施策 の支援を行うこと。 する施策

２ 略 １ 略

３ 略 ２ 略

４ 略 ３ 略

５ 略 ４ 略

６ 略 ５ 略

附 則

この条例は、公布の日から施行する。


